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ライフスタイルや価値観の多様化、社会経済情勢や就労環境の変化等様々な要因によ

り少子化が進行しており、核家族化や地域での人間関係の希薄化などによって子育てに

不安や孤立感を覚える家庭も少なくありません。子どもと家庭を取り巻く環境は大きく

変化しており、子育てを社会全体で支援していくことが必要となっています。 

本町においても、子育て家庭や子どもの育ちを巡る環境は、働くお母さんの増加や保

育ニーズの多様化、待機児童の発生など変化が続いています。保護者の視点に立ち、喜

びや生きがいを感じながら子育てができるように、子育ての負担や不安を和らげる支援

が重要となっています。 

第２期松前町子ども・子育て支援事業計画策定に当たっては、本町の現状分析とニー

ズ調査を踏まえて課題を抽出し、妊娠期から子育て期までの切れ目ない相談・支援によ

る地域で安心して子育てできる環境の充実や教育・保育環境の整備による保育の受け皿

確保、就労したい人が安心して育児と仕事を両立できるための子育てサービスの拡充、

就学後の子どもが安全に充実した時間を過ごせる居場所づくりなど、全ての子どもや子

どもにかかわる全ての人が笑顔で輝けるように「子どもと家庭、地域や社会が笑顔であ

ふれるまち」を基本理念に掲げ、計画を策定しました。 

全ての子どもたちが、健やかに生まれ育つよう、福祉分野をはじめ、保健・教育・労

働など、子どもと家庭にかかわる分野が互いに連携し、情報共有に努め、安心して子ど

もを生み、育てられる環境づくりと地域ぐるみの子育て支援を推進してまいりますので、

御理解と御協力をお願い申し上げます。 

最後に、本計画の策定に当たり、御尽力をいただきました「松前町子ども・子育て会

議」の委員の皆様をはじめ、町民アンケートによるニーズ調査に御協力をいただきまし

た多くの町民の皆様に心から感謝を申し上げます。 

 

令和２年３月 

                  松前町長 岡本 靖 
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第１章 計画策定の趣旨 

１ 計画策定の背景と目的 

我が国においては、ライフスタイルや価値観の多様化、社会経済情勢や就労環境の変化等を

要因として少子化の進行が続いており、今後、人口構造にアンバランスを生じさせ、労働力人

口の減少や社会保障負担の増加、地域社会の活力低下など、将来的に社会経済への深刻な影響

を与えるものとして懸念されています。また、核家族化や地域での人間関係の希薄化などによ

って、子育てに不安や孤立感を覚える家庭も少なくありません。核家族化の進行、社会環境の

変化等、子どもと家庭を取り巻く環境は大きく変化しており、子育てを社会全体で支援してい

くことが必要となっています。 

このような状況の中、国においては、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成させ

る環境を整備するため、平成 15（2003）年に「次世代育成支援対策推進法」を制定し、次

世代育成に向けた取組を進めてきました。そして、平成 24（2012）年８月には「子ども・

子育て関連３法」が制定され、これらに基づく「子ども・子育て支援新制度」を平成 27（2015）

年度から実施し、幼児期の学校教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡充、質の向上、家庭

における養育支援等を総合的に推進していくことを目指しています。その後、「子育て安心プ

ラン」や「新・放課後子ども総合プラン」の策定、「子ども・子育て支援法の一部を改正する法

律」の施行等が行われ、待機児童の解消に向けた保育人材確保のための総合的な対策や、３歳

児から５歳児までの幼児教育・保育の無償化といった施策を進めています。 

松前町においては、「輝きやすらぐ松前 子ども家庭応援プラン／次世代育成支援行動計画

～後期計画（平成 22 年度から 26 年度）」の方向性を継承しながら、子ども子育て支援法の

趣旨を踏まえた「松前町子ども・子育て支援事業計画」を平成 26（2014）年度に策定し、

子育て環境の計画的な整備に取り組んできました。 

本町では、「松前町子ども・子育て支援事業計画」が本年度で計画期間満了を迎えることか

ら、これまでの取組の成果や課題の分析等を行った上で、本町の最上位計画である「松前町総

合計画」等との整合を図りながら、子育て環境の整備などを着実に推進するため令和２（2020）

年度を初年度とする「第２期松前町子ども・子育て支援事業計画」（以下「本計画」という。）

を策定します。 
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２ 計画の位置付け 

（１）法的位置付け 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」

として策定するものです。 

 

 

 

具体的な計画策定に当たっては、同法第 60 条に基づき、内閣総理大臣が定める基本指針を

踏まえています。 

また、この計画は、以下の内容を内包した本町の子育て支援に関する総合的な計画とします。 

○次世代育成支援行動計画 

国の「次世代育成支援対策推進法」による市町村行動計画を内包する計画として策定 

○母子保健計画 

厚生労働省通知に基づく「母子保健計画」の趣旨を盛り込んだ計画として策定 

○子どもの貧困対策 

国の子どもの貧困対策推進法や子どもの貧困対策に関する大綱の制定を踏まえ、本町の子

どもの貧困対策に関する事項を本計画に位置付け 

 

（２）他の計画との関係 

本計画は、本町の幼児期の学校教育・保育、地域子ども・子育て支援事業等の利用の現状分

析とニーズ調査を踏まえて、子ども・子育て支援事業計画に反映するとともに、「松前町総合計

画」を上位計画とし、関連する個別計画と整合を図りながら、子ども・子育て支援事業計画に

おける施策を推進していきます。 

また、障がい児支援に関しては、「松前町障がい児福祉計画」と調和が保たれたものとし、本

計画に基づく子育て支援施策においては、障がい児支援と連携しながら取り組んでいくことと

します。 

  

【「子ども・子育て支援法」から抜粋】 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地

域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円

滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）

を定めるものとする。 
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３ 計画の対象 

本計画の対象は、障がい、疾病、虐待、貧困など社会的な支援の必要性が高い子どもやその

家族を含め、全ての子どもと子育てに関わる個人や団体が対象となりますが、学童期までの子

どもや子育て家庭等を主たる対象とします。また、「子ども・子育て支援法」及び基本指針が定

めるところの、就学前の教育・保育事業と地域における子育て支援事業を対象とします。 

 

４ 計画の期間 

本計画は、「子ども・子育て支援法」において定められているとおり、５年を１期としてお

り、令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの５年間を計画期間とするものです。 

ただし、子ども・子育てを取り巻く社会状況の変化等により、必要に応じて、計画期間中に

見直しを行う場合があります。 

（年度） 

Ｈ27 

（2015） 

Ｈ28 

（2016） 

Ｈ29 

（2017） 

Ｈ30 

（2018） 

Ｈ31 

Ｒ１ 

（2019） 

Ｒ２ 

（2020） 

Ｒ３ 

（2021） 

Ｒ４ 

（2022） 

Ｒ５ 

（2023） 

Ｒ６ 

（2024） 

          

          

 

５ 計画の策定体制と策定の経緯 

［アンケート調査の実施］ 

本計画の策定に当たり、教育・保育・子育て支援に関する「現在の利用状況」や「今後の

利用希望」などを把握するため、就学前児童の保護者及び小学生の保護者に対し、「子育て支

援に関するアンケート調査」を平成31（2019）年１月に実施しました。 

［子ども・子育て会議の設置］ 

本計画の策定に当たっては、関係者及び町民の意見を広く聴取するため、地域の関係団体・

機関や町民の代表等により構成される「松前町子ども・子育て会議」を開催し、委員の皆様

から本計画に係る御意見・御審議をいただきながら、検討・策定を進めました。 

［パブリックコメントの実施］ 

本計画について、町民から幅広い意見を募集するため、計画案に対するパブリックコメン

トを実施し、町民の意見反映を行いました。  

松前町子ども・子育て支援事業計画 

第２期松前町子ども・子育て支援事業計画 
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第２章 松前町の子育てを取り巻く現状と課題 

１ 人口・世帯の状況 

（１）人口ピラミッド 

本町の性別・年齢５歳区分別の人口構成は、平成 27 年と比較すると、男性は 75 歳以上、

女性は 70 歳以上で増加しており、ピラミッドの重心が上に移動していることが分かります。

また、男女とも 34 歳以下の結婚適齢期や、これから結婚し子どもを産み育てる若年層の人口

が少なく、少子高齢化は今後ますます進展するものと考えられます。 

【人口ピラミッド】 

出典：住民基本台帳 
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694

734

636

628

823

907

1,054

1,121

899

945

1,113

1,226

1,212

962

1,983

623
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726

770
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634

774

885
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851
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1,137

965

819

1,030
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75～79歳

80歳以上

（人） （人）

男 女

623

681

713

735

677

762

832

985

1,113

927

968

1,099

1,189

1,301

1,038

894

1,796

593

719

781

794

646

722

793

956

1,141

900

854

973

1,151

1,106

977

668

937

2,000 1,500 1,000 500 0 500 1,000 1,500 2,000
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5～9歳

10～14歳
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20～24歳
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60～64歳
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75～79歳

80歳以上

（人） （人）

男 女

平成 31 年３月末現在 

平成 27 年３月末現在 
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（２）人口の推移 

直近５か年の人口の推移は、年少人口（０～14 歳）、生産年齢人口（15～64 歳）はおおむ

ね減少傾向で、老年人口（65 歳以上）は増加が続いており、総人口は平成 29 年から平成 30

年の間に微増していますが、長期的には減少傾向にあります。 

年齢３区分人口割合は、平成 31 年で年少人口 13.2％、生産年齢人口 56.5％、老年人口

30.3％で、経年比較では、年少人口の割合は横ばい傾向、生産年齢人口の割合は減少傾向、老

年人口の割合は増加傾向となっています。 

 

【総人口と年齢３区分人口の推移】 

 

出典：住民基本台帳（３月末現在） 

 

【年齢３区分人口割合の推移】 

 

出典：住民基本台帳（３月末現在） 

4,110 4,071 4,022 4,017 4,059

18,217 17,964 17,680 17,617 17,421

8,717 8,907 9,080 9,209 9,334

31,044 30,942 30,782 30,843 30,814

0
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13.2%

13.2%

13.1%

13.0%

13.2%

58.7%

58.1%
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57.1%

56.5%

28.1%

28.8%

29.5%

29.9%

30.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

平成31年

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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（３）子どもの人口の推移と推計 

直近５か年の小学生までの子どもの人口は、平成 27 年から平成 29 年までは減少していま

したが、平成 30 年、平成 31 年と増加し、平成 31 年は、平成 29 年から 80 人増加した

3,222 人となっています。年齢区分別では、いずれの年齢も増減を繰り返しながらおおむね

横ばい傾向となっています。 

また、コーホート変化率法※を使用し、人口推計を行った結果、総人口は、計画の最終年度

である令和６年で０歳 180 人、１～２歳 432 人、３～５歳 773 人、６～８歳 880 人、９

～11 歳 895 人で、小学生までの子どもの人口は、3,160 人と予測されます。 

 

【子どもの人口の推移と推計】 

 
出典：住民基本台帳（３月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ コーホート変化率法…各コーホート（同じ年又は同じ期間に生まれた人々の集団のこと）について、過去における実

績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法  

193 195 199 211 200 194 190 188 184 180

498 468 438 449 487 486 456 444 438 432

800 802 811 803 787 784 814 824 812 773

848 863 866 857 864 887 879 850 848 880

837 834 828 856 884 871 871 880 903 895

3,176 3,162 3,142 3,176 3,222 3,222 3,210 3,186 3,185 3,160

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

（人） 0歳 1～2歳 3～5歳 6～8歳 9～11歳

実績 推計
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（４）出生の動向 

本町の出生数は、平成 25 年から平成 28 年までは減少していましたが、平成 29 年は 229

人と増加に転じています。出生率（人口千対）※１は、平成 25 年は愛媛県と同じ値となってお

り、以降、平成 28 年まで全国、愛媛県を下回る値でしたが、平成 29 年は 7.4 と、愛媛県を

上回り、全国に近い値となっています。 

本町の合計特殊出生率※２については、平成 25 年以降減少が続いていましたが、平成 29 年

には上昇し、全国と近い値になっています。 

【出生数・出生率（人口千対）の推移】 

 
出典：人口動態統計、住民基本台帳 

【合計特殊出生率の推移】 

 
出典：人口動態保健所・市町村別統計、平成 25 年以降は人口動態統計、住民基本台帳 

 

※１ 出生率（人口千対）…人口 1,000 人当たりの出生数 

※２ 合計特殊出生率…１人の女性が生涯に何人の子どもを産むかを表す数値。人口を維持するために必要な合計特殊出

生率は、2.07 と言われています。  
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（５）人口動態の推移 

出生から死亡を差し引いた自然増減については、直近５か年は全てマイナス、転入から転出

を差し引いた社会増減については、平成 27 年以外は全てプラスとなっており、人口増減は、

平成 28 年まではマイナスでしたが、平成 29 年にはプラス 20 人となっています。 

 

【人口動態の推移】（単位：人） 

 人口増減 
自然動態 社会動態 

出生 死亡 自然増減 転入 転出 社会増減 

平成 25 年 ▲61 231 298 ▲67 1,224 1,218 6 

平成 26 年 ▲7 201 310 ▲109 1,228 1,126 102 

平成 27 年 ▲152 196 340 ▲144 1,169 1,177 ▲8 

平成 28 年 ▲81 183 350 ▲167 1,177 1,091 86 

平成 29 年 20 229 339 ▲110 1,273 1,143 130 

出典：住民基本台帳 

 

【自然動態の推移】 

 

出典：住民基本台帳 

【社会動態の推移】 

  
出典：住民基本台帳 
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（６）世帯の動向 

人口の微減に対して、一般世帯数は、増加しており、平成 27 年で 11,511 世帯となって

います。１世帯当たり人員は、単身世帯の増加、核家族化の進展などにより年々少なくなって

おり、平成 27 年で 2.57 人となっています。 

世帯構成については、本町は「単独世帯」の割合が愛媛県、全国に比べて低く、「夫婦と子ど

も」の核家族世帯の割合が高くなっています。また、ひとり親世帯については、母子世帯は愛

媛県より割合が若干低く、父子世帯は愛媛県と同じ割合となっています。 

 

【世帯数・世帯人員の推移】 

 

出典：国勢調査 

 

【世帯構成（平成 27 年）】（単位：世帯） 
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※一般世帯数には、世帯の家族類型「不詳」を含みます。 出典：国勢調査 

 

【ひとり親世帯（平成 27 年）】（単位：世帯） 
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２ 結婚・就業の動向 

（１）未婚率の動向 

本町の 15 歳以上の未婚率は、男性は、平成 12 年に愛媛県を上回って以降、微減して愛媛

県を下回る割合を示していましたが、平成 27 年には増加し、愛媛県と近い割合となっていま

す。一方、女性については本町、愛媛県とも減少傾向にあり、割合は愛媛県を上回っています。 

 

【未婚率（15 歳以上）の推移】 

（男性） 

 
 

（女性） 

 
出典：国勢調査 
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（２）女性の就業率 

本町の平成 27 年の女性の年齢別就業率は、愛媛県と近い値となっていますが、30 歳台前

半はやや低くなっています。また、平成 22 年と比較すると、20 歳台や 30 歳台後半から 40

歳台前半で上昇しています。 

また、アンケート調査によると、「フルタイム（週５日・１日８時間程度）で就労しており、

産休・育休・介護休業等で休業中ではない」母親は、就学前児童のいる世帯で 25.7％、小学

生のいる世帯で 30.3％となっており、「パート・アルバイト等（「フルタイム」以外）で就労

しており、産休・育休・介護休業等で休業中ではない」は、就学前児童のいる世帯で 33.0％、

小学生のいる世帯で 43.3％となっています。一方、「以前は就労していたが、現在は就労して

いない」は、就学前児童のいる世帯で 26.2％、小学生のいる世帯で 16.9％となっています。 

【年齢別女性就業率】 

 

出典：国勢調査 

 

【母親の就労状況】 

 

出典：松前町子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ調査 
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３ 保育所（園）・幼稚園・認定こども園・学校の状況 

（１）保育所（園）の状況 

本町には保育所（園）が６か所あり、公立保育所が５か所、私立保育園が１か所となってい

ます。受け入れ年齢は、６か月からが４か所、１歳からが２か所となっています。また、延長

保育は、松前ひまわり保育所の１か所で実施されています。 

入所児童数は、二名保育所及び白鶴保育所以外の施設は、おおむね利用定員を満たしており、

直近５か年の入所児童数は、400 人前後で推移しています。 

また、二名保育所は、令和元年度末で閉園します。 

 

【保育所（園）の概要】（単位：人） 

区分 名称 所在地 
利用 

定員 

入所 

児童数 

受け入れ 

年齢 

延長 

保育 

一時 

預かり 

公立 

松前ひまわり保育所 北黒田１８７－４ 150 149 ６か月 ○  

黒田保育所 北黒田７１１－１ 60 62 ６か月   

小富士保育所 大溝１１８－４ 60 77 ６か月   

二名保育所 出作２４９－１ 90 32 １歳   

白鶴保育所 上高柳２６６－１ 60 31 １歳   

私立 岡田保育園 西高柳１４７－１ 50 56 ６か月   

小計 470 407    

その他（町外施設を利用する児童）  15    

合計  422    

（各施設の入所児童数は、町外児童の利用数を除く。） 

出典：福祉課（平成 31 年４月１日現在） 

 

【保育所（園）入所児童数の推移】（単位：か所、人） 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

町内の施設数 6 6 6 6 6 

入所 

児童数 

０歳 10 19 11 14 18 

１・２歳 140 122 138 163 157 

３歳以上 254 239 246 252 247 

計 404 380 395 429 422 

（入所児童数は、町内児童の町外施設の利用数を含み、町外児童の町内施設の利用数は除く。） 

出典：福祉課（４月１日現在） 
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（２）幼稚園の状況 

本町の幼稚園は、３か所あり、公立幼稚園が２か所、私立幼稚園が１か所となっています。 

入所児童数は、いずれの施設も利用定員を下回っており、直近５か年の入所児童数は、平成

28 年をピークに減少傾向となっています。 

また、青葉幼稚園は、令和２年度から認定こども園に移行する予定となっています。 

 

【幼稚園の概要】（単位：人） 

区分 名称 所在地 
利用 

定員 

入所 

児童数 

公立 
松前幼稚園 北黒田９６６－２ 105 51 

古城幼稚園 筒井１３８７－１ 105 66 

私立 青葉幼稚園 徳丸３３２－２ 105 60 

小計 315 177 

その他（町外施設を利用する児童）  100 

合計  277 

（各施設の入所児童数は、町外児童の利用数を除く。） 

（その他には、町外の新制度未移行認可幼稚園の利用数を含む。） 

出典：福祉課（平成 31 年４月１日現在） 

 

【幼稚園入所児童数の推移】（単位：か所、人） 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

町内の施設数 3 3 3 3 3 

入所児童数 324 337 330 300 277 

（入所児童数は、町内児童の町外施設の利用数を含み、町外児童の町内施設の利用数は除く。） 

出典：福祉課（４月１日現在） 
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（３）認定こども園の状況 

本町には認定こども園が２か所あり、保育の受け入れ年齢は、４か月からと６か月からで、

いずれも延長保育を実施しています。また、エンゼル幼稚園は一時預かり（幼稚園型及び一般

型）を、コモドまさき園は一時預かり（幼稚園型）を実施しています。 

入所児童数は、増加傾向となっており、保育認定では利用定員を上回っている一方、教育認

定では下回っている状況となっています。 

 

【認定こども園の概要】（単位：人） 

名称 所在地 認定 
利用 

定員 

入所 

児童数 

受け入れ 

年齢 

延長 

保育 

一時 

預かり 

エンゼル幼稚園 

（Ｈ27.４認定） 
西古泉５６１－１ 

保育 70 86 ６か月 ○ 
○ 

教育 210 102 － － 

コモドまさき園 

（Ｈ27.11 認定） 
西古泉４９８－１ 

保育 39 45 ４か月 ○ － 

教育 11 8 － － ○ 

小計 
保育 109 131    

教育 221 110    

その他（町外施設を利用する児童） 
保育  25    

教育  28    

合計 

保育  156    

教育  138    

合計  294    

（各施設の入所児童数は、町外児童の利用数を除く。） 

（その他（町外施設を利用する児童）には、地域型保育給付施設を含む。） 

出典：福祉課（平成 31 年４月１日現在） 

 

【認定こども園入所児童数の推移】（単位：人） 

 認定 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

町内の施設数 1 2 2 2 2 

入所 

児童数 

０歳 保育 5 10 8 11 12 

１・２歳 保育 40 52 44 50 59 

３歳以上 
保育 30 38 50 52 85 

教育 153 160 159 160 138 

計  228 260 261 273 294 

（入所児童数は、町内児童の町外施設の利用数を含み、町外児童の町内施設の利用数は除く。） 

出典：福祉課（４月１日現在） 
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（４）教育・保育施設利用の推移 

保育施設の利用は、全ての年齢区分において利用人数・利用率ともに、おおむね増加傾向と

なっており、３歳以上は、保育が増加傾向であるのに対して、教育は減少傾向となっています。 

保育施設の待機児童数は、これまで年度当初の４月は０人で、年度途中に発生し、その人数

は増加する傾向となっていましたが、平成 31 年度は４月１日時点で発生しています。 

 

【教育・保育施設入所児童数の推移】（単位：人、％） 

認定 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

利用 

児童数 

０歳 

人口 193 195 199 211 200 

保育 15 29 19 25 ※   33 

利用率 7.8 14.9 9.5 11.8 16.5 

１・２歳 

人口 498 468 438 449 487 

保育 180 174 182 213 ※  237 

利用率 36.1 37.2 41.6 47.4 48.7 

３歳以上 

人口 800 802 811 803 787 

保育 284 277 296 304 ※  344 

利用率 35.5 34.5 36.5 37.9 43.7 

教育 477 497 489 460 415 

利用率 59.6 62.0 60.3 57.3 52.7 

保育と教育

の計 
761 774 785 764 ※  759 

利用率 95.1 96.5 96.8 95.1 96.4 

（利用児童数・３歳以上・教育には、新制度未移行園の認可幼稚園利用者数を含む。） 

※ 待機児童数を加算した数値 

出典：福祉課（４月１日現在） 

 

【保育施設の待機児童数の推移】（単位：人） 

待機児童数 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

４月 

０歳 0 0 0 0 3 

１・２歳 0 0 0 0 21 

３歳以上 0 0 0 0 12 

合計 0 0 0 0 36 

10 月 

０歳 3 10 12 28 31 

１・２歳 0 5 4 17 26 

３歳以上 0 0 0 0 3 

合計 3 15 16 45 60 
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【０歳の保育利用の推移】 

 

 

 

【１・２歳の保育利用の推移】 
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【３歳以上の保育利用の推移】 

  

 

【３歳以上の教育利用の推移】 
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【３歳以上児の施設別利用率の推移】 
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（５）小・中学校の状況と推移 

小学校児童数は、増減を繰り返していますが、おおむね増加傾向にあり、平成 31 年で 1,736

人となっています。一方、中学校生徒数は、減少傾向にあり、平成 31 年には 780 人となっ

ています。 

 

【小・中学校の概要】（単位：学級、人） 

区分 名称 所在地 学級数 
在校児童・

生徒数 

公立 小学校 

松前小学校 筒井１１７５ 27 745 

岡田小学校 西高柳１５６ 17 536 

北伊予小学校 神崎２２６ 19 455 

合計 63 1,736 

公立 中学校 

松前中学校 浜９６３ 12 339 

岡田中学校 昌農内４４３－１ 10 236 

北伊予中学校 神崎４１５－１ 7 205 

合計 29 780 

出典：学校基本調査（令和元年５月１日現在） 

 

【小・中学校の推移】（単位：学級、人） 

 
平成 

27 年 

平成 

28 年 

平成 

29 年 

平成 

30 年 

平成 

31 年 

小学校 

（３校） 

学級数 66 66 67 66 66 

 特別支援学級 8 8 10 9 7 

児童数 1,678 1,696 1,684 1,708 1,736 

 特別支援学級 19 19 21 22 21 

中学校 

（３校） 

学級数 31 31 30 27 29 

 特別支援学級 5 5 6 5 7 

生徒数 861 837 807 777 780 

 特別支援学級 9 7 8 7 9 

出典：学校基本調査（５月１日現在） 
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４ 子育て支援サービスの状況 

（１）認可外保育施設 

町内には１か所の認可外保育施設があり、都市型保育園ポポラー愛媛エミフル MASAKI 園

では夜間保育、休日保育、一時預かりを実施しています。 

 

【認可外保育施設の概要】（単位：人） 

名称 所在地 定員 
入所 

児童数 

受け入れ 

年齢 

夜間 

保育 

休日 

保育 

一時 

預かり 

都市型保育園ポポラー愛媛 

エミフル MASAKI 園 

筒井８５０ 

エミフル MASAKI

１階 

48 9 ２か月 ○ ○ ○ 

出典：福祉課（平成 31 年４月１日現在） 

 

 

（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

共働き家庭など留守家庭の児童に対して、放課後に適切な遊び、生活の場を与えて、その健

全育成を図る事業です。 

本町では学校区ごとに１か所設置しており、北伊予小学校放課後児童クラブについては、専

用施設の整備に伴い、６年生までの受け入れをしています。 

 

【放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の概要】（単位：人） 

名称 所在地 定員 
受け入れ 

児童数 

松前小学校放課後児童クラブ 
松前小学校 

筒井１１７５番地 
100 105 

北伊予小学校放課後児童クラブ 
専用施設 

神崎２２６番地４ 
120 157 

岡田小学校放課後児童クラブ 

公有地専用施設 

西高柳１１７番地１ 

岡田小学校 

西高柳１５６番地 

80 79 

出典：福祉課（平成 31 年４月１日現在） 
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（３）放課後子ども教室 

放課後や週末に小学校の教室などを活用し、地域の方々が指導者やボランティアとして参加

して、子どもたちがスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動などを実施する事業です。 

 

【放課後子ども教室の概要】（単位：人） 

名称 所在地 定員 
受入 

児童数 
実施時期 活動内容 

松前小学校 

放課後子ども教室 

松前小学校 

松前町西公民館 
30 35 

金曜（年間 20

回程度） 

※長期休業中

は除く 

・自主学習（宿題） 

・軽スポーツ・自由遊び 

・紙芝居・読み聞かせ 

・折り紙・紙飛行機 

北伊予小学校 

放課後子ども教室 

北伊予小学校 

松前町東公民館 
30 35 

金曜（年間 20

回程度） 

※長期休業中

は除く 

・自主学習（宿題） 

・軽スポーツ・自由遊び 

・紙芝居・読み聞かせ 

・日本文化・クラフト 

岡田小学校 

放課後子ども教室 

岡田小学校 

松前町北公民館 
30 33 

金曜（年間 20

回程度） 

※長期休業中

は除く 

・自主学習（宿題） 

・軽スポーツ・自由遊び 

・紙芝居、日本文化 

・工作・クラフト 

出典：社会教育課（平成 30 年度実績） 

 

 

（４）児童館 

児童館では、幼児、児童の健全育成を目的に各種教室を開催しています。 

 

【児童館の概要】 

名称 所在地 利用時間 休館日 

松前町児童館 昌農内４５６－１ 8：30～17：00 
月曜・祝日（こどもの日は開館）・ 

年末年始 

出典：福祉課（平成 31 年４月１日現在） 

 

 

（５）地域子育て支援拠点 

公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流・育児相談等を実施する

事業です。 

育児相談や各種サークル活動の育成・支援、子育て情報の提供等を行っています。 

 

【松前町地域子育て支援センターの概要】 

名称 所在地 利用時間 休館日 

松前町地域子育て支援 

センター 

筒井７１０－１ 

（松前町総合福祉センター２階） 
9：00～17：00 

日曜・祝日・ 

年末年始 

出典：福祉課（平成 31 年４月１日現在） 
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（６）病児保育 

保護者が就労している場合等において、子どもが病気のため集団保育等が困難な際に、病院・

保育所等に付設された専用スペース等において看護師、保育士等が一時的に保育する事業です。 

広域（松前町・松山市・砥部町）で実施しており、松前町内の小児科医院に事業を委託して

います。 

 

【病児保育の概要】 

名称 所在地 定員 保育時間 

むかいだ小児科 

キッズハウス 
恵久美７９２－１ 6 人/日 

【月～金】8：30～18：00 

【土】8：30～12：30 

（当日、診察を受けてからの利用は 9：00～） 

出典：福祉課（平成 31 年４月１日現在） 

 

 

（７）子育て援助活動支援（ファミリー・サポート・センター） 

子どもの預かり等の「援助を受けたい人」「援助を行いたい人」が相互に会員となり、子育て

について助け合う事業です。 

保育所・幼稚園児や放課後児童クラブの児童の送迎・預かりを中心に、子育ての先輩として

相談相手になったり、育児援助をしたりなど幅広く活動しています。 

 

【まさきファミリー・サポート・センターの概要】 

活動日 利用額（円/１時間） 

月～金 8：00～20：00 700 

月～金 上記以外の時間帯 800 

土日・祝日及び年末年始 8：00～20：00 800 

土日・祝日及び年末年始 上記以外の時間帯 900 

緊急援助活動 900 

出典：福祉課（平成 31 年４月１日現在） 

 

【会員数の推移】 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

サポート会員数 54 61 63 67 72 

利用会員数 215 277 294 343 363 

両会員数 8 9 10 13 13 

（７月末現在） 
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５ 「松前町子ども・子育て支援事業計画」の実施状況 

（１）幼児期の学校教育・保育 

「松前町子ども・子育て支援事業計画」における幼児期の学校教育・保育の数値目標と実施

状況は、次のとおりです。 

 

【幼児期の学校教育・保育（３歳以上の子ども）の目標と実績】 

  単位 

平成 31 年度 

第１期計画目標 

（利用の見込み） 

実績 

（平成 31 年度） 

教育を希望する子ども 

（１号認定＋２号認定） 

幼稚園・認定こども園 

（特定教育・保育施設） 
人 457 415 

保育を希望する子ども 

（２号認定） 

保育所・認定こども園 

（特定教育・保育施設） 
人 313 332 

 

【幼児期の学校教育・保育（３歳未満の子ども）の目標と実績】 

  単位 

平成 31 年度 

第１期計画目標 

（利用の見込み） 

実績 

（平成 31 年度） 

０歳児 

（３号認定） 

保育所・認定こども園 

（特定教育・保育施設） 
人 47 30 

１・２歳児 

（３号認定） 

保育所・認定こども園 

（特定教育・保育施設） 
人 185 216 
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（２）地域子ども・子育て支援事業 

「松前町子ども・子育て支援事業計画」における地域子ども・子育て支援事業の数値目標と

実施状況は、次のとおりです。 

 

【地域子ども・子育て支援事業の目標と実績】 

 単位 

平成 31 年度 

第１期計画目標 

（利用の見込み） 

実績 

（平成 30 年度） 

時間外保育事業（延長保育事業） 人 106 61 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 人 332 ※ 341 

子育て短期支援事業（ショートステイ） 人 8 0 

地域子育て支援拠点事業 人 6,445 5,314 

一時預かり事業（在園児

対象） 
幼稚園型 人 23,379 13,830 

一時預かり事業（その他） 一般型 人 1,699 1,674 

病児・病後児保育事業 病児・病後児対応型 人 1,080 591 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・

センター事業）（就学児のみ） 
人 2,184 626 

利用者支援事業 か所 1 0 

妊婦健康診査（受診回数） 人 2,596 2,150 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）

（訪問回数） 
人 217 191 

養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク

強化事業 
人 8 0 

            ※ 放課後児童健全育成（放課後児童クラブ）の実施は、平成 31 年４月１日現在を示す。 
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６ アンケート調査結果の概要 

計画策定に先立って実施した「松前町子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ調査」

結果の概要を紹介します。 

 

（１）就学前児童のいる世帯 

○調査対象：町内在住の就学前児童がいる家庭の保護者 1,163 世帯 

○調査期間：平成 31 年１月 28 日～平成 31 年２月 12 日 

○調査方法：幼稚園・保育所・認定こども園における配布・回収、郵送配布・回収 

○配布・回収： 

配布数 回収数 回収率 

1,163 票 873 票 75.1％ 

 

 

ア 子どもの育ちを巡る環境について 

①日頃、お子さんをみてもらえる親族・知人の有無 

「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 31.3％、「日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる」が 2.1％と、日常的に子どもをみてもらえる人がいる割合は、33.4％と

なっています。また、「緊急時または用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が 67.9％、

「緊急時または用事の際には子どもをみてもらえる友人・知人がいる」が 9.7％と、緊急時

または用事の際には子どもをみてもらえる人がいる割合は、77.6％となっています。 

【日頃子どもをみてくれる人の有無（Ｎ＝873）】 

 
 

 

  

31.3

67.9

2.1

9.7

8.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時または用事の際には祖父母等の親

族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知

人がいる

緊急時または用事の際には子どもをみて

もらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

※「アンケート調査結果の概要」の中の「Ｎ」は回答者数を表します。 
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いる／ある
96.2%

いない／ない
2.6%

無回答
1.1%

②子育てをする上で、気軽に相談できる人・場所の有無 

子育てについて気軽に相談できる人・場所が「いる／ある」の割合は、96.2％となってお

り、内訳は、「配偶者」、「祖父母等の親族」、「友人や知人」が多くなっています。 

 

【相談できる人の有無（Ｎ＝873）】                   【相談先（Ｎ＝840）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

86.0

82.6

75.1

8.2

38.7

0.5

12.5

1.2

8.3

2.9

2.5

0.2

4.0

0.7

1.2

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

保育所（園）・幼稚園・認定子ども園の
保育者

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

児童館

地域子育て支援センター

ファミリー・サポート・センター

子育てサロン

ＮＰＯ（特定非営利活動法人）

保健センター

町役場の子育て関連窓口

その他

無回答
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イ 保護者の就労状況について 

①現在の就労状況 

母親については、「フルタイム（週５日・１日８時間程度）で就労しており、産休・育休・

介護休業等で休業中ではない」が 25.7％、「パート・アルバイト等（「フルタイム」以外）

で就労しており、産休・育休・介護休業等で休業中ではない」が 33.0％で、現在就労して

いる割合は、58.7％となっています。父親については、「フルタイム（週５日・１日８時間

程度）で就労しており、産休・育休・介護休業等で休業中ではない」が 89.7％、「パート・

アルバイト等（「フルタイム」以外）で就労しており、産休・育休・介護休業等で休業中では

ない」が 0.3％で、現在就労している割合は、90.0％となっています。 

母親の就労状況について平成 25 年度の調査結果と比較してみると、フルタイムやパー

ト・アルバイト等で就労している（産休・育休・介護休業中を含む）割合は、51.6％から

68.2％と増加しており、母親の就労率が上昇していることが分かります。 

【就労状況［母親（Ｎ＝873）、父親（Ｎ＝873）］】 

 
【母親の就労状況［平成 25 年度（Ｎ＝848）、平成 30 年度（Ｎ＝873）］】 

  

25.7

7.3

33.0

2.2

26.2

1.9

3.7

89.7

0.3

0.3

0.0

0.6

0.0

9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム(週５日・１日８時間程度)で就労しており、
産休・育休・介護休業等で休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業等
で休業中である

パート・アルバイト等(「フルタイム」以外)で就労して
おり、産休・育休・介護休業等で休業中ではない

パート・アルバイト等(「フルタイム」以外)で就労して
いるが、産休・育休・介護休業等で休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

母親 父親

17.0

25.7

10.1

7.3

21.7

33.0

2.8

2.2

42.5

26.2

4.8

1.9

1.1

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年度調査

平成30年度調査

フルタイム(週５日・１日８時間程度)で就労しており、産休・育休・介護休業等で休業中ではない。

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業等で休業中である。

パート・アルバイト等(「フルタイム」以外)で就労しており、産休・育休・介護休業等で休業中ではない。

パート・アルバイト等(「フルタイム」以外)で就労しているが、産休・育休・介護休業等で休業中である。

以前は就労していたが、現在は就労していない。

これまで就労したことがない。

無回答
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②フルタイムへの転換希望（パート・アルバイト等で就労している者） 

パート・アルバイト等で就労している者のフルタイムへの転換希望は、母親が 32.6％で、

うち、「実現できる見込みがある」が 9.8％、「実現できる見込みはない」が 22.8％となっ

ています。 

【フルタイムへの転換希望（パート・アルバイト等就労者） 

[母親（Ｎ＝307）、父親（Ｎ＝3）]】 

 
 

③就労希望（現在就労していない者） 

現在就労していない者の就労希望は、母親では、「１年以上先、一番下の子どもが□□歳に

なったころに就労したい」が 50.8％と最も高く、次いで「すぐにでも、または１年以内に

就労したい」が 26.0％で、８割近くが将来的には就労することを希望しています。 

 

【就労希望（現在就労していない者）[母親（Ｎ＝246）、父親（Ｎ＝5）]】 

 

9.8

22.8

63.2

1.6

2.6

66.7

0.0

0.0

0.0

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイムへの転換希望があり、実現で

きる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現

できる見込みはない

パート・アルバイト等(「フルタイム」以

外)の就労を続けることを希望する

パート・アルバイト等(「フルタイム」以

外)をやめて子育てや家事に専念したい

無回答
母親 父親

17.9

50.8

26.0

5.3

20.0

0.0

40.0

40.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育てや家事などに専念したい（就

労の希望はない）

１年以上先、一番下の子どもが□□

歳になったころに就労したい

すぐにでも、または１年以内に就労

したい

無回答
母親 父親
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ウ 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について 

①定期的な教育・保育事業の利用の有無と利用事業 

定期的な教育・保育事業を「利用している」割合は、72.2％となっており、利用事業につ

いては、「認可保育所」が 42.4％と最も高く、次いで「幼稚園」が 26.8％、「認定こども園」

が 25.9％となっています。 

また、前回の調査と比較してみると、「幼稚園」の割合は、平成 25 年度では 40.0％と最

も高かったのに対し、平成 30 年度では 13.2 ポイント減少しています。一方、「認可保育

所」の割合は、平成 25 年度では 32.1％でしたが、平成 30 年度には 10.3 ポイント増加

しており、最も高い割合を示しています。また、「認定こども園」についても、利用者の増加

が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

40.0

9.1

32.1

23.0

0.6

1.1

3.0

1.3

3.4

0.6

26.8

5.6

42.4

25.9

0.2

1.4

1.9

1.3

2.1

0.3

0% 20% 40% 60%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他（小規模な保育施設、自治体の認
証・認定保育施設、居宅訪問型保育含む）

無回答

平成25年度調査

平成30年度調査

【定期的な教育・保育事業の利用の有無 

（Ｎ＝873）】 

【利用している定期的な教育・保育事業 

［平成 25 年度（Ｎ＝527）、平成 30 年度（Ｎ＝630）］】 

利用している
72.2%

利用していない
27.8%

無回答
0.0%
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②定期的な教育・保育事業の利用状況と利用希望 

定期的な教育・保育事業の利用時間帯について、希望する開始時刻を見ると、現在に比べ

て「８時 00 分～８時 59 分」と「９時 00 分～９時 59 分」の順位が逆転しており、現在

よりも早い時刻からの開始が求められていることが分かります。また、希望する終了時刻に

ついては、現在に比べて「19 時 00 分～」の割合が 3.5％から 8.4％に上がっていること

から、現在よりも遅い時刻までの利用を求めている人が一定割合いることが分かります。 

前回の調査と現在の利用時間帯を比較すると、開始時刻については、９時 00 分より前に

利用する人の割合が平成 25 年度では 38.9％、平成 30 年度では 51.6％と増加しており、

終了時刻については、18 時以降の割合が増加しています。また、希望する利用時間帯を比

較すると、９時 00 分より前に利用を開始する人の割合が平成 25 年度では 36.8％、平成

30 年度では 45.2％と増加しており、終了時刻については、18 時以降の割合が増加してい

ます。 

 

【開始・終了時刻（現在・希望）［平成 25 年度（Ｎ＝527）、平成 30 年度（Ｎ＝630）】 

開始時刻（現在）                   開始時刻（希望） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

終了時刻（現在）                   終了時刻（希望） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.6

10.3

35.3

41.3

54.6

43.0

4.7

3.0

1.7

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25

年度調査

平成30

年度調査

～7時59分 8時00分～8時59分 9時00分～9時59分

10時00分～ 無回答

7.6

10.3

29.2

34.9

40.2

32.2

2.3

2.1

20.7

20.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25

年度調査

平成30

年度調査

～7時59分 8時00分～8時59分 9時00分～9時59分

10時00分～ 無回答

45.9

35.1

20.7

17.3

15.2

17.9

13.7

23.8

2.7

3.5

1.9

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25

年度調査

平成30

年度調査

～15時59分 16時00分～16時59分
17時00分～17時59分 18時00分～18時59分
19時00分～ 無回答

24.5

19.5

17.6

17.0

17.3

17.3

10.2

17.1

9.7

8.4

20.7

20.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25

年度調査

平成30

年度調査

～15時59分 16時00分～16時59分
17時00分～17時59分 18時00分～18時59分
19時00分～ 無回答
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③今後利用したい定期的な教育・保育事業 

今後利用したい定期的な教育・保育事業については、「認可保育所」が 50.7％と最も高く、

次いで「幼稚園」が 41.2％、「認定こども園」が 40.3％となっています。前回の調査と比

較してみると、「幼稚園」の割合は、平成 25 年度では 53.7％と最も高かったのに対し、平

成 30 年度では 12.5 ポイント減少しています。一方、「認可保育所」の割合は、平成 25 年

度では 36.8％でしたが、平成 30 年度には 13.9 ポイント増加し、最も高い割合を示して

います。また、「認定こども園」についても、利用希望者の増加が見られます。 

 

【今後利用したい定期的な教育・保育事業［平成 25 年度（Ｎ＝848）、 

平成 30 年度（Ｎ＝873）］】 

 
 

  

53.7

28.1

36.8

26.1

1.9

4.2

3.7

9.0

1.2

2.7

41.2

27.1

50.7

40.3

0.9

3.2

1.5

4.5

4.7

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他（小規模な保育施設、自治体の認証・認定
保育施設、居宅訪問型保育含む）

無回答

平成25年度調査

平成30年度調査
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エ 地域子育て支援事業の認知度や利用状況、利用意向 

①認知度 

子育て支援事業の認知度について、「知っている」の割合が６割以上の事業は、「児童館」

が 78.2％と最も高く、次いで「町のホームページ」が 75.1％、「保健センターの情報・相

談サービス等」が 71.4％、「保健センターの母（父）親学級、両親学級、育児学級」が 65.4％

となっています。一方、「知らない」の割合が５割以上の事業は、「地区公民館の家庭教育に

関する学級・講座」が 58.8％と最も高く、次いで「認定こども園の子育て相談等」が 55.8％、

「幼稚園の子育て相談等」が 53.6％となっています。 

 

【認知度（Ｎ＝873）】 

 
  

65.4

71.4

34.4

48.7

40.2

37.5

78.2

50.1

48.7

56.7

75.1

28.6

21.6

58.8

45.2

53.6

55.8

14.2

43.2

44.6

36.7

18.2

6.0

7.0

6.9

6.1

6.2

6.8

7.6

6.8

6.8

6.6

6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健センターの母(父)親学級、両親学級、育児学級

保健センターの情報・相談サービス等

地区公民館の家庭教育に関する学級・講座

保育所(園)の子育て相談等

幼稚園の子育て相談等

認定こども園の子育て相談等

児童館

町の子育ての総合相談窓口

家庭訪問による相談等

町発行の子育て支援情報誌等

町のホームページ

知っている 知らない 無回答
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②利用状況 

子育て支援事業の利用状況について、「これまでに利用したことがある」の割合が２割以

上の事業は、「児童館」が 43.8％と最も高く、次いで「町のホームページ」が 43.3％、「町

発行の子育て支援情報誌等」が 28.6％、「保健センターの母（父）親学級、両親学級、育児

学級」が 27.4％、「保健センターの情報・相談サービス等」が 26.6％となっています。一

方、「利用したことがない」の割合が７割以上の事業は、「認定こども園の子育て相談等」が

81.7％と最も高く、次いで「幼稚園の子育て相談等」が 79.6％、「町の子育ての総合相談

窓口」が 79.5％、「地区公民館の家庭教育に関する学級・講座」が 78.4％、「保育所（園）

の子育て相談等」が 76.3％となっています。 

 

【利用経験（Ｎ＝873）】 

 
 

  

27.4

26.6

8.5

10.4

6.9

4.7

43.8

7.0

18.9

28.6

43.3

61.7

61.3

78.4

76.3

79.6

81.7

46.3

79.5

68.7

58.8

45.0

10.9

12.1

13.2

13.3

13.5

13.6

10.0

13.5

12.4

12.6

11.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健センターの母(父)親学級、両親学級、育児学級

保健センターの情報・相談サービス等

地区公民館の家庭教育に関する学級・講座

保育所(園)の子育て相談等

幼稚園の子育て相談等

認定こども園の子育て相談等

児童館

町の子育ての総合相談窓口

家庭訪問による相談等

町発行の子育て支援情報誌等

町のホームページ

これまでに利用したことがある 利用したことがない 無回答
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③利用意向 

子育て支援事業の利用意向について、「今後利用したい」の割合が３割以上の事業は、「児

童館」が 54.8％と最も高く、次いで「町のホームページ」が 52.0％、「町発行の子育て支

援情報誌等」が 46.6％、「保健センターの情報・相談サービス等」が 39.6％、「保育所（園）

の子育て相談等」が 32.5％となっています。一方、「利用したいとは思わない」の割合が６

割以上の事業は、「家庭訪問による相談等」が 70.3％と最も高く、次いで「保健センターの

母（父）親学級、両親学級、育児学級」が 65.1％、「認定こども園の子育て相談等」が 63.8％、

「地区公民館の家庭教育に関する学級・講座」が 61.7％、「幼稚園の子育て相談等」が 61.3％

となっています。 

 

【利用意向（Ｎ＝873）】 

 
 

  

22.0

39.6

25.5

32.5

26.2

23.1

54.8

29.0

16.8

46.6

52.0

65.1

47.7

61.7

55.1

61.3

63.8

33.1

58.0

70.3

40.5

35.9

12.9

12.7

12.7

12.4

12.5

13.1

12.1

13.1

12.8

12.8

12.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健センターの母(父)親学級、両親学級、育児学級

保健センターの情報・相談サービス等

地区公民館の家庭教育に関する学級・講座

保育所(園)の子育て相談等

幼稚園の子育て相談等

認定こども園の子育て相談等

児童館

町の子育ての総合相談窓口

家庭訪問による相談等

町発行の子育て支援情報誌等

町のホームページ

今後利用したい 利用したいとは思わない 無回答



35 

オ 病気やケガの際の対応について 

子どもが病気やケガで普段利用している教育・保育事業が利用できなかったことの有無に

ついては、「あった」が 69.2％となっています。また、利用できなかった場合の対応につい

ては、「母親が仕事を休んで子どもをみた」が 72.7％と最も高く、次いで「親族・友人・知

人に子どもをみてもらった（同居者を含む）」が 43.6％、「父親が仕事を休んで子どもをみ

た」が 22.2％、「父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた」が 22.0％となっ

ています。 

普段利用している教育・保育事業が利用できなかった場合の対応について、前回の調査と

比較してみると、「母親が仕事を休んで子どもをみた」の割合が増えている一方、「父親又は

母親のうち就労していない方が子どもをみた」の割合は減っており、その理由として、母親

の就労率の増加が考えられます。また、平成 25 年度と比べて、「親族・友人・知人に子ども

をみてもらった」の割合が「父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた」の割合

を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

あった
69.2%

なかった
22.5%

無回答
8.3%

17.3

54.8

36.0

34.0

11.5

0.6

0.0

0.6

2.3

1.4

22.2

72.7

22.0

43.6

17.4

1.1

0.2

0.7

2.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親が仕事を休んで子どもをみた

母親が仕事を休んで子どもをみた

父親又は母親のうち就労していない方が子
どもをみた

親族・友人・知人に子どもをみてもらった
（同居者を含む）

病児・病後児保育(キッズハウス等)を利用
した

ファミリー・サポート・センターによる病
児・病後児の預かりを利用した

ベビーシッターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答

平成25年度調査

平成30年度調査

【子どもが病気やケガで普段利用している 

教育・保育事業が利用できなかったことの 

有無（Ｎ＝630）】 

 

【利用できなかった場合の対応［平成 25 年度（Ｎ＝

347）、平成 30 年度（Ｎ＝436）］】 
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カ 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用について 

不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等を「利用したい」割合は、34.5％とな

っており、利用目的については、「私用（買い物、子ども（兄弟姉妹を含む）や親の習い事、

リフレッシュなど）」、「冠婚葬祭、学校行事、子ども（兄弟姉妹を含む）や親の通院等」が

54.2％と同率で最も高く、次いで「不定期の就労」が 40.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用したい
34.5%

利用する必要は

ない
62.8%

無回答
2.7% 65.4

60.3

33.7

4.8

8.6

54.2

54.2

40.9

5.0

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

私用（買い物、子ども（兄弟姉妹を含む）
や親の習い事、リフレッシュなど）

冠婚葬祭、学校行事、子ども（兄弟姉妹を
含む）や親の通院等

不定期の就労

その他

無回答
平成25年度調査

平成30年度調査

【不定期の事業の利用希望（Ｎ＝873）】 

 

【利用目的［平成 25 年度（Ｎ＝315）、 

平成 30 年度（Ｎ＝301］】 
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キ 小学校就学後の放課後の過ごし方について（３歳以上） 

①低学年（１～３年生） 

放課後の時間を過ごさせたい場所（低学年）については、「放課後児童クラブ（学童保育）」

が 53.0％と最も高く、次いで「自宅」が 46.8％、「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など）」が 38.4％となっています。 

前回の調査と比較すると、「自宅」の割合が、平成 25 年度の調査では 59.4％と最も高か

ったのに対し、平成 30 年度の調査では 12.6 ポイント減少しています。一方、「放課後児

童クラブ（学童保育）」の割合は、平成 25 年度では 45.0％でしたが、平成 30 年度には

8.0 ポイント増加し、最も高い割合を示しています。 

 

【放課後の時間を過ごさせたい場所（低学年） 

［平成 25 年度（Ｎ＝453）、平成 30 年度（Ｎ＝500）］】 

 
  

59.4

23.2

45.7

6.4

24.3

45.0

1.3

1.8

2.9

46.8

16.6

38.4

3.8

18.6

53.0

0.2

1.6

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

平成25年度調査

平成30年度調査
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②高学年（４～６年生） 

放課後の時間を過ごさせたい場所（高学年）については、「自宅」が 61.6％と最も高く、

次いで「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」が 48.0％、「放課後児童ク

ラブ」が 34.0％となっています。 

 

【放課後の時間を過ごさせたい場所（高学年） 

［平成 25 年度（Ｎ＝453）、平成 30 年度（Ｎ＝500）］】 

 

  

66.0

24.1

60.3

8.4

20.5

33.6

0.7

2.4

5.3

61.6

18.2

48.0

4.6

8.4

34.0

0.2

2.0

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

平成25年度調査

平成30年度調査
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ク 育児休業について 

①育児休業の取得状況 

育児休業を「取得した（取得中である）」母親は 35.3％、父親は 2.9％となっています。 

【育児休業の取得状況［母親（Ｎ＝873）、父親（Ｎ＝873）］】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②育児休業を取得していない理由 

育児休業を取得していない理由については、母親では「子育てや家事に専念するため退職

した」、「職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）」、父親では「配偶

者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、制度を利用する必要がなかった」、「仕事が

忙しかった」、「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」などが多くなっています。 

【育児休業を取得していない理由［母親（Ｎ＝106）、父親（Ｎ＝751）］】 

 

 

 

  

13.2

8.5

5.7

4.7

0.0

8.5

5.7

0.0

9.4

30.2

25.5

6.6

5.7

1.9

17.9

7.5

27.2

30.9

0.0

3.1

3.7

24.6

1.7

25.6

32.5

1.1

11.5

0.0

2.0

0.0

6.9

11.6

0% 20% 40% 60%

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所（園）などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、
制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めが
なかった）

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を取得で
きることを知らず、退職した

その他

無回答

母親 父親

働いていな

かった
50.5%

取得した（取得

中である）
35.3%

取得していない
12.1%

無回答
2.1%

母親

働いていなかった
0.2%

取得した（取得

中である）
2.9%

取得していない
86.0%

無回答
10.9%

父親
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ケ 子育てについて 

①子育てについて感じること 

子育てについて感じることについては、「楽しみや喜びを感じる」が 92.7％と最も高く、

次いで「生きがいを感じる」が 62.3％、「不安や負担を感じる」が 53.4％となっています。 

【子育てについて感じること（Ｎ＝873）】 

 
②子育てに不安や負担を感じる理由 

子育てに不安や負担を感じる理由については、「子育て（教育）にかかる経済的負担が大き

い」が 33.5％と最も高く、次いで「子どもの教育やいじめなどが心配だ」が 28.5％、「子

どもに関する犯罪や事故が増えている」が 26.6％、「仕事と子育ての両立が難しい」が

26.2％となっています。 

【子育てに不安や負担を感じる理由（Ｎ＝466）】 

  

92.7

62.3

53.4

2.6

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

楽しみや喜びを感じる

生きがいを感じる

不安や負担を感じる

その他

無回答

33.5

26.2

14.8

1.9

5.8

6.4

2.1

7.9

28.5

26.6

3.0

16.1

3.6

45.3

0% 20% 40% 60%

子育て（教育）にかかる経済的負担が大きい

仕事と子育ての両立が難しい

子どもの健康や発達に不安を感じる

地域の医療体制への不安を感じる

保育サービスや施設が利用しにくい

安全な遊び場や児童館など、子どもの居場所
が身近にない

相談相手や手助けをしてくれる人がいない

安全に通園・通学ができる歩道や防犯施設等
の整備が進んでいない

子どもの教育やいじめなどが心配だ

子どもに関する犯罪や事故が増えている

身近に自然や伝統文化とふれあう機会がない

自分のための時間がもてない

その他

無回答
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（２）小学生のいる世帯 

○調査対象：町内在住の小学生がいる家庭の保護者 1,284 世帯 

○調査期間：平成 31 年１月 28 日～平成 31 年２月 12 日 

○調査方法：小学校における配布・回収  

○配布・回収： 

配布数 回収数 回収率 

1,284 票 1,220 票 95.0％ 

 

 

ア 保護者の就労状況について 

①現在の就労状況 

母親については、「フルタイム（週５日・１日８時間程度）で就労しており、産休・育休・

介護休業等で休業中ではない」が 30.3％、「パート・アルバイト等（「フルタイム」以外）

で就労しており、産休・育休・介護休業等で休業中ではない」が 43.3％で、現在就労して

いる割合は、73.6％となっています。また、父親については、「フルタイム（週５日・１日

８時間程度）で就労しており、産休・育休・介護休業等で休業中ではない」が 80.7％、「パ

ート・アルバイト等（「フルタイム」以外）で就労しており、産休・育休・介護休業等で休業

中ではない」が 0.4％で、現在就労している割合は、81.1％となっています。 

 

【就労状況［母親（Ｎ＝1,220）、父親（Ｎ＝1,220）］】 

 
 

  

30.3

1.0

43.3

0.7

16.9

2.4

5.5

80.7

0.1

0.4

0.0

0.5

0.0

18.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム(週５日・１日８時間程度)で就労しており、
産休・育休・介護休業等で休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業等
で休業中である

パート・アルバイト等(「フルタイム」以外)で就労して
おり、産休・育休・介護休業等で休業中ではない

パート・アルバイト等(「フルタイム」以外)で就労して
いるが、産休・育休・介護休業等で休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

母親 父親
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②フルタイムへの転換希望（パート・アルバイト等で就労している者） 

パート・アルバイト等で就労している者のフルタイムへの転換希望は、母親が 33.5％で、

うち、「実現できる見込みがある」が 9.1％、「実現できる見込みはない」が 24.4％となっ

ています。 

【フルタイムへの転換希望（パート・アルバイト等就労者） 

[母親（Ｎ＝536）、父親（Ｎ＝5）]】 

 
 

 

③就労希望（現在就労していない者） 

現在就労していない者の就労希望は、母親では「すぐにでも、または１年以内に就労した

い」が 40.0％と最も高く、次いで「１年以上先、一番下の子どもが□□歳になったころに

就労したい」が 31.1％で、７割以上が将来的には就労することを希望しています。 

 

【就労希望（現在就労していない者）[母親（Ｎ＝235）、父親（Ｎ＝6）]】 

 

9.1

24.4

63.2

2.1

1.1

20.0

20.0

40.0

0.0

20.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイムへの転換希望があり、実現で

きる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現

できる見込みはない

パート・アルバイト等(「フルタイム」以

外)の就労を続けることを希望する

パート・アルバイト等(「フルタイム」以

外)をやめて子育てや家事に専念したい

無回答
母親 父親

26.4

31.1

40.0

2.6

33.3

0.0

33.3

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育てや家事などに専念したい（就

労の希望はない）

１年以上先、一番下の子どもが□□

歳になったころに就労したい

すぐにでも、または１年以内に就労

したい

無回答 母親 父親
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イ 病気やケガの際の対応について 

子どもが病気やケガで学校を休まなければならなかったことの有無については、「あった」

が 65.3％となっています。また、休んだ場合の対応については、「母親が仕事を休んで子ど

もをみた」が 58.0％と最も高く、次いで「親族・友人・知人に子どもをみてもらった（同

居者を含む）」が 28.1％、「父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた」が 26.1％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【子どもが病気やケガで学校を休まなければならな

かったことの有無（Ｎ＝1,220）】 

 

【学校を休んだ場合の対応（Ｎ＝797）】 

 

あった
65.3%

なかった
34.4%

無回答
0.2%

10.0

58.0

26.1

28.1

3.9

0.3

0.0

10.3

3.6

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親が仕事を休んで子どもをみた

母親が仕事を休んで子どもをみた

父親又は母親のうち就労していない方が子
どもをみた

親族・友人・知人に子どもをみてもらった
（同居者を含む）

病児・病後児保育(キッズハウス等)を利用
した

ファミリー・サポート・センターによる病
児・病後児の預かりを利用した

ベビーシッターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答
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ウ 放課後児童クラブの利用希望について 

①今後の放課後児童クラブの利用希望 

今後の放課後児童クラブの利用希望については、「利用する必要はない」が 50.4％、「利

用したい」が 33.9％となっています。 

 

【利用希望（Ｎ＝1,220）】 

 
 

②土曜日と日曜日・祝日、長期休暇期間中の利用希望 

土曜日と日曜日・祝日、春休み・夏休み・冬休みなどの長期休暇期間中の放課後児童クラ

ブの利用希望について、「利用したい」の割合を見ると、「長期休暇期間中」が 88.2％と最

も高く、次いで「土曜日」が 40.4％、「日曜日・祝日」が 17.8％となっています。 

 

【利用希望（Ｎ＝414）】 

 
  

利用したい
33.9%

利用する必要は

ない
50.4%

わからない
14.9%

無回答
0.7%

12.6

4.8

19.6

27.8

13.0

68.6

50.7

76.1

4.3

8.9

6.0

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土曜日

日曜日・祝日

⾧期休暇期間中

１～３年生の間は利用したい ４～６年生になっても利用したい

利用する必要はない 無回答
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エ 放課後子ども教室の利用希望について 

①今後の放課後子ども教室の利用希望 

今後の放課後子ども教室の利用希望については、「利用する必要はない」が 41.7％、「利

用したい」が 29.8％となっています。 

 

【利用希望（Ｎ＝1,220）】 

 
 

②土曜日と日曜日・祝日、長期休暇期間中の利用希望 

土曜日と日曜日・祝日、春休み・夏休み・冬休みなどの長期休暇期間中の放課後子ども教

室の利用希望について、「利用したい」の割合を見ると、「長期休暇期間中」が 69.3％と最

も高く、次いで「土曜日」が 35.8％、「日曜日・祝日」が 16.5％となっています。 

 

【利用希望（Ｎ＝364）】 

 
  

利用したい
29.8%

利用する必要は

ない
41.7%

わからない
27.5%

無回答
0.9%

12.4

4.7

19.8

23.4

11.8

49.5

53.3

73.1

20.1

11.0

10.4

10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土曜日

日曜日・祝日

⾧期休暇期間中

１～３年生の間は利用したい ４～６年生になっても利用したい

利用する必要はない 無回答
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オ 子育てについて 

①子育てについて感じること 

子育てについて感じることについては、「楽しみや喜びを感じる」が 85.5％と最も高く、

次いで「生きがいを感じる」が 54.5％、「不安や負担を感じる」が 51.9％となっています。 

【子育てについて感じること（Ｎ＝1,220）】 

 
②子育てに不安や負担を感じる理由 

子育てに不安や負担を感じる理由については、「子育て（教育）にかかる経済的負担が大き

い」が 58.3％と最も高く、次いで「子どもの教育やいじめなどが心配だ」が 51.2％、「子

どもに関する犯罪や事故が増えている」が 48.0％、「仕事と子育ての両立が難しい」が

42.0％となっています。 

【子育てに不安や負担を感じる理由（Ｎ＝633）】 

 

 

 

 

 

 

  

85.5

54.5

51.9

2.0

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

楽しみや喜びを感じる

生きがいを感じる

不安や負担を感じる

その他

無回答

58.3

42.0

23.1

4.6

12.2

21.6

6.0

13.4

51.2

48.0

7.4

18.0

8.1

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て（教育）にかかる経済的負担が大きい

仕事と子育ての両立が難しい

子どもの健康や発達に不安を感じる

地域の医療体制への不安を感じる

学童保育サービスや施設が利用しにくい

安全な遊び場や児童館など、子どもの居場所
が身近にない

相談相手や手助けをしてくれる人がいない

安全に通学ができる歩道や防犯施設等の整備
が進んでいない

子どもの教育やいじめなどが心配だ

子どもに関する犯罪や事故が増えている

身近に自然や伝統文化とふれあう機会がない

自分のための時間がもてない

その他

無回答
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７ 松前町の現状から見た課題 

本章では、松前町の子どもを取り巻く現状を把握するために、各種統計データやアンケー

ト調査の結果を見てきました。 

 

  本町では、単身世帯の増加や核家族化により１世帯当たり人員が減少し、夫婦と子ども

の核家族世帯の割合が比較的高くなっています。 

こうした状況の中、アンケートでは、日頃子どもを見てくれる人の有無について、「日常

的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 31.3％、「緊急時または用事の際には祖父母等の

親族にみてもらえる」が 67.9％、子育てについて相談できる人・場所がいる／ある人の

割合は 96.2％となっていて、周囲のサポートを受けながら子育てをしている人が多いも

のと考えられます。 

しかし、半数程度は子育てに不安や負担を感じており、また、日頃子どもを見てくれる

人がいない、相談できる人がいないという人が一定数おり、子どもが健やかに成長できる

よう、全ての子育て家庭の不安や負担を軽減していくことが求められています。 

このため、地域や関係機関、関係団体等と連携し、妊娠期からの切れ目のない相談・支

援を行い、地域で安心して子育てができる環境づくりを充実させていく必要があります。 

 

  本町では、幼稚園の利用率が減少傾向であるのに対して、保育所（園）の利用率は、増

加傾向となっており、これまでの年度途中における待機児童の発生に加え、平成 31 年度

には、初めて年度当初の待機児童が 36 人発生しました。 

 アンケートでも、利用している定期的な教育・保育事業として、「認可保育所」が平成 25

年度調査を上回る（認可保育所 10.3 ポイント増加）一方で、「幼稚園」は大幅に減少（幼

稚園 13.2 ポイント減少）しています。これは、今後利用したい定期的な教育・保育事業

でも同様の傾向となっています。また、認定こども園の今後の利用希望については、増加

傾向（認定こども園 14.2 ポイント増加）となっています。 

このため、本町における保育ニーズ等を的確に把握し、教育・保育環境の整備に努めて

いく必要があります。 

 

  アンケートでの保護者の就労状況について、母親の現在の就労状況を平成 25 年度調査

と比較してみると、フルタイムやパート・アルバイト等で就労している割合は、51.6％か

ら 68.2％に増加（16.6 ポイント増加）しています。 

また、定期的な教育・保育事業の利用希望では、現在よりも早い時間からの開始や遅い

時間までの利用を希望する傾向が見受けられます。 

そのほか、子どもが病気やケガで普段利用している教育・保育事業が利用できなかった

際に「母親が仕事を休んで子どもをみた」が平成 25 年度調査を上回り（17.9 ポイント

増加）、不定期の教育・保育事業等の利用目的でも「不定期の就労」が増加する（7.2 ポイ

ント増加）などしており、母親の就労意欲の高まりが影響しているものと考えられます。 

このため、保護者の多様な労働環境や子育て支援ニーズを把握し、就労したい人が安心し

て育児と仕事を両立できるよう、子育て支援サービスの充実を進めていく必要があります。 
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  アンケートでは、小学校入学後の放課後の過ごし方として、「放課後児童クラブ（学童保

育）」の割合が低学年で 53.0％、高学年で 34.0％と高い割合となっています。長期休暇

期間中の利用を希望する意見も多く見られ、「放課後子ども教室」についても、同様の傾向

があります。 

さらに、女性の就業率は上昇傾向であり、アンケートでも現在就労していない母親の就

労希望が高く、引き続き、女性の就業率は上昇することが見込まれます。 

このため、今後も子どもの放課後の居場所を充実させていくことが求められ、このよう

なニーズに対応するため、場所の確保や支援員の増員等を図っていくとともに、放課後に

子どもたちが安全に充実した時間を過ごせる環境づくりを進めていく必要があります。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

「児童の権利に関する条約」にうたわれているように、全ての子どもは、その生命と人権が

尊重されなければなりません。子どもは、家族の一員としてかけがえのない存在であり、これ

からの社会を担う力として大切な存在です。子ども一人ひとりが心身ともに健やかに育つこと

は、親や家族をはじめ、全ての住民に共通する願いでもあります。 

子育て家庭や子どもの育ちを巡る環境は、共働き家庭の増加や兄弟姉妹の数の減少、地域と

のつながりの希薄化など、変化が続いています。このため、地域や社会が保護者に寄り添い、

親が親として成長し、喜びや生きがいを感じながら子育てができるよう、子育ての負担や不安

を和らげるような支援が必要です。 

そこで、子どもの利益が最大限に尊重される支援に計画的に取り組み、全ての子どもや子ど

もに関わる全ての人が笑顔で輝けるよう、引き続き、“子どもと家庭、地域や社会が笑顔であふ

れるまち”を基本理念とします。 

また、「子ども・子育て支援法」に基づき、「父母その他の保護者が子育てについての第一義

的責任を有する」ということを基本的認識とします。そして、家庭その他の場において、子育

ての意義について理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるとともに、地域みん

なで子育てを支えることによって、子どもが心身ともに健やかに成長できる社会を目指すもの

とします。 

 

 

 

 

 

  

～ 基 本 理 念 ～

子どもと家庭、地域や社会が笑顔であふれるまち 



50 

２ 基本目標 

子どもと子育て家庭を取り巻く環境は変化が続いており、地域社会や企業等も含めた社会全

体で子ども・子育て支援を実施する、新しい支え合いの仕組みの構築が必要となっています。 

「子ども・子育て支援新制度」においては、 

 

を推進していくものとされ、さらに、仕事と生活の調和の推進や妊娠・出産から子育てまでの

切れ目ない支援、児童虐待防止、ひとり親家庭や支援が必要な子どもに対する支援などについ

ても重視されています。また、次世代育成支援対策推進法が改正され、法律の有効期限が 10

年間延長されました。 

「松前町子ども・子育て支援事業計画」では、「輝きやすらぐ松前 子ども家庭応援プラン／

次世代育成支援行動計画～後期計画～」を継承し、子ども・子育て支援新制度における子育て

支援施策を推進してきましたが、本計画においても「松前町子ども・子育て支援事業計画」を

継承した３つの基本目標の下、「子どもと家庭、地域や社会が笑顔であふれるまち」の実現に向

けた取組を行っていきます。 

 

 

  

「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」 

「保育の量的拡大及び確保」 

「地域における子ども・子育て支援の充実」 

基本目標１：子どもが豊かに育ち、たくましく生きていく力を養います 

子どもたちが成長していく中で、豊かな心と体を育みながら、自ら学び、考え、

行動することのできる、たくましく生きていく力を養うための支援を目指します。 

 

基本目標２：子どもの育ちとその基盤となる家庭を支援します 

子どもの健やかな成長のため、地域の中で、保護者の不安や負担を軽減し、安

心して、喜びと生きがいを感じながら子育てができる支援を目指します。 

 

基本目標３：地域全体で子どもや子育て家庭を温かく応援する社会を

醸成します 

地域社会における一人ひとりが子どもや子育て家庭への関心と理解を深め、地

域の様々な活動主体、企業、行政などがそれぞれの役割を果たしながら、協働し、

子どもや子育て家庭を見守り、温かく応援する社会の醸成を目指します。 
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３ 施策の体系 

 

 

  

子
ど
も
と
家
庭
⒍
地
域
や
社
会
が
笑
顔
で
あ
ふ
れ
る
ま
ち 

基本目標１： 

子どもが豊かに育ち、

たくましく生きていく

力を養います 

基本目標３： 

地域全体で子どもや子

育て家庭を温かく応援

する社会を醸成します 

１ 幼児期の教育・保育の質的・量的な充実 

基本目標２： 

子どもの育ちとその基

盤となる家庭を支援し

ます 

２ 子どもの居場所づくり 

３ 支援が必要な子どもに対する施策の充実 

１ 多様な子育て支援サービスの充実 

２ 親子のふれあいの場づくり 

３ 情報提供・相談体制の充実 

４ 母子保健の充実 

５ 経済的支援の実施 

６ 経済的困難を抱える家庭への支援 

１ ひとり親家庭等の自立支援 

２ 児童虐待防止対策の充実 

３ 仕事と家庭の両立支援の推進 

基本理念 基本目標 基本施策 
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第４章 基本施策と取組 

基本目標１ 子どもが豊かに育ち、たくましく生きていく力を養います 

基本施策１ 幼児期の教育・保育の質的・量的な充実 

少子高齢化の進行や核家族化の進展に加え、働き方の多様化等により、子育て世帯を巡る環

境は、大きく変化しています。また、アンケート結果から、利用している定期的な教育・保育

事業や今後利用したい定期的な教育・保育事業において、認可保育所や認定こども園の割合が

平成 25 年度調査よりも上昇しているように、環境の変化に応じて、教育・保育ニーズも、変

化しています。こうした状況に対応するため、幼稚園や保育所等の教育・保育施設において質

の高い保育を提供することに加えて、教育・保育ニーズの適切な把握とその対応に努めます。 

また、認定こども園が保護者の就労状況やその変化等にかかわらず、柔軟に子どもを受け入

れることのできる施設であることを踏まえ、移行を希望する幼稚園や保育所の認定こども園へ

の円滑な移行を支援します。 

 

（１）幼児期の教育・保育の充実 

子どもや保護者の選択に基づき、多様な施設又は事業者からそれぞれの特性を生かした教

育・保育を受けられるよう、提供体制の確保に努めます。 

また、幼稚園教諭と保育士の相互理解や専門性の向上を図り、教育・保育の一体的な提供

の推進と質の向上に努めます。 

さらに、幼児教育から小学校教育への円滑な移行や幼児期の教育の質の向上を図るため、

幼児期の教育と就学後の教育の連続性を踏まえ、幼・保・小連携の体制を整備します。 

いずれの施設・事業所においても、教育・保育の質の向上を図るとともに、ニーズへの対

応に努めます。 

 

施策・事業名 内容 

①教育・保育内容の充実 

幼稚園、保育所、認定こども園において、子どもが十分に自己を啓

発し、社会生活上のルールや道徳性を生活の中で身に着け、人間形成

の基礎を培っていけるよう、幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保

連携型認定こども園教育・保育要領等に基づいて、教育・保育の内容

を充実します。 

家庭・地域や行政、関係機関との連携や協力体制を更に整え、教育・

保育環境の整備を図ります。 

教育・保育内容や行事等の見直しを図り、それぞれの施設の実態に

応じた教育・保育を展開していきます。 

②幼稚園教諭・保育士等の資

質向上 

幼稚園教諭・保育士等の資質向上を目指すため、教育・保育に関す

る研修等を実施します。 

③幼稚園教諭・保育士等の連

携や情報交換 

合同研修等を実施するなど、幼稚園、保育所、認定こども園におけ

る幼稚園教諭・保育士等の連携の強化を図るとともに、情報交換の場

の提供に努めます。 
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施策・事業名 内容 

④幼保小連携等の推進 

子どもが安心して就学できるように、幼稚園、保育所、認定こども

園と小学校との交流活動の更なる充実を図るとともに、特別支援連

携協議会を通じた情報共有など幼保小連携教育を進めていきます。 

 

 

（２）幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び学校教育・保育の推進に関する体制の

確保 

認定こども園への移行を希望する幼稚園や保育所からの相談に対し、地域の実情や希望す

る移行類型（幼保連携型・幼稚園型・保育所型・地方裁量型）等について助言を行い、施設

の円滑な移行を支援していきます。保育所から認定こども園へ移行するに当たり、国・県に

おいて財政支援のメニューがある場合には、当該事業の活用を検討します。 

 

施策・事業名 内容 

①認定こども園への移行に関

する支援 

移行を希望する幼稚園や保育所からの相談に対し、地域の実情や

施設の状況等を考慮しながら助言を行い、認定こども園への円滑な

移行を支援します。 

また、保育ニーズに対応した保育の提供が可能となるよう検討し

ていきます。 
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基本施策２ 子どもの居場所づくり 

アンケート結果から、就学前児童のいる世帯では、就学後の低学年の間、放課後の時間を過

ごさせたい場所として、放課後児童クラブが半数に達しており、小学生のいる世帯では、放課

後児童クラブや放課後子ども教室の長期休暇期間中の利用希望が高くなっています。このため、

全ての子どもが放課後や長期休暇中に、身近な地域で安全に遊び、学べる居場所づくり、地域

の人と共に様々な体験活動を行うことができる機会づくりを推進します。 

 

施策・事業名 内容 

①放課後児童健全育成事業

（放課後児童クラブ） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校等に通う小学生

に、支援員の指導の下、適切な遊びや生活の場を提供し、児童の健全

な育成を図る事業です。 

高学年の受入れに適応した施設整備を図り、定員増に伴う支援員

の確保に努めます。 

②子どもの居場所づくりの推

進 

児童館や公民館等の公的な施設を活用し、子どもの居場所づくり

を推進するとともに、子どもの人間関係づくりや地域の仲間づくり

を促進します。 

また、地域の方々が指導者やボランティアとして参加して、子ども

たちがスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動などを実施する放

課後子ども教室についても引き続き実施していきます。 

③放課後児童健全育成事業

（放課後児童クラブ）と放

課後子ども教室の一体的な

実施 

放課後子ども教室を放課後児童クラブと一体的な運用のために

は、同一の活動場所の確保、人材の確保が難しいことから、連携型に

よる運用を検討します。 

④地域での文化活動の支援 
ひまわり少年少女合唱団では、合唱を通じて豊かな心の育成と校

区や学年を越えた仲間づくりに努めます。 

⑤スポーツクラブ 

スポーツを通じて子どもの健全育成が図られるよう、スポーツ少

年団等の育成を図り、子どものスポーツ活動の活性化を促進します。 

また、主となるスポーツ活動だけでなく、地域の行事や美化活動、

奉仕活動などにも積極的に参加していくように推進していきます。 
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基本施策３ 支援が必要な子どもに対する施策の充実 

アンケート結果から、子育てに不安や負担を感じる理由として、子どもの健康や発達に不安

を感じている割合が、就学前児童のいる世帯、小学生のいる世帯ともに一定程度を占めていま

す。このため、保健・医療・福祉・教育等の関係各課との密接な連携の下、障がいや疾病等、

特別に配慮を要する子どもの支援を推進していきます。また、障がいの原因となる疾病及び事

故の予防を含めた乳幼児期の健康づくりや、障がいの早期発見等のための母子保健事業を推進

するほか、発達段階に応じて切れ目なく必要な支援が受けられるようネットワークの構築を図

ります。 

 

施策・事業名 内容 

①松前町障がい者基本計画・

障がい児福祉計画との連携

及び推進 

障がい児支援の一つである保育所等の訪問支援を継続して行って

いくなど、障がいや疾患等、特別な配慮を要する子どもへの支援につ

いて、松前町障がい者基本計画及び障がい児福祉計画と密に連携し

推進していきます。 

②特別に配慮が必要な子ども

への支援の推進 

特別に配慮を要する子どもへの支援として、就学前児童を対象と

した『児童発達支援』や学齢児を対象とした『放課後等デイサービ

ス』、その他『保育所等訪問支援』などの利用を推進します。 

また、発達障がいをはじめとした療育に関する相談支援や各種福

祉サービスの提供に係る援助、調整等の実施を継続して実施してい

きます。 

③合理的配慮の啓発・推進 

今後も様々な教育・保育施設等における特別な配慮を要する子ど

もの受入れを推進するとともに、受入れの際の『合理的配慮』につい

て推進していきます。 

また、合理的配慮について、住民や教職員等への啓発を行い、理解

促進に努めます。 

④特別支援教育の推進 

『すべての子どもが障がい等の有無に関わらず同じ場で共に学

ぶ』というインクルーシブ教育の理念の推進を図ります。 

また、その理念の下、幼稚園・保育所・小・中学校・高校・大学・

家庭・福祉・医療・保健等、各関係機関の連携をより一層推進し、地

域におけるネットワークを構築するとともに、特別支援教育に対す

る理解促進を図ります。 

さらに、巡回相談や研修会の開催などの事業を通して特別支援教

育の充実に努め、各機関との連携を強化していきます。 
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基本目標２ 子どもの育ちとその基盤となる家庭を支援します 

 

基本施策１ 多様な子育て支援サービスの充実 

アンケート結果から、保護者の多様な労働環境や子育て支援ニーズを把握し、就労したい人

が安心して育児と仕事を両立できるよう、子育て支援サービスの充実を進めていく必要がある

ことが課題となっています。このため、全ての子育て家庭を支援するため、身近なところで子

育て相談が受けられる「利用者支援事業」や一時的に保育が必要な保護者のニーズに対応する

ための「一時預かり」、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に遊びや生活の場を提

供する「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）」など、地域の様々な子育て支援サービ

スの充実を図ります。 

 

施策・事業名 内容 

①時間外保育事業 

保護者の就労形態の多様化に対応するため、保育認定を受けた子

どもについて、保育所等の 11 時間の開所時間の始期及び終期の前後

に延長保育を実施する事業です。 

今後の利用実態を見ながら、実施箇所の増加や受入時間の拡大な

どを検討します。 

②放課後児童健全育成事業

（放課後児童クラブ） 

【再掲】 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校等に通う小学生

に、支援員の指導の下、適切な遊びや生活の場を提供し、児童の健全

な育成を図る事業です。 

高学年の受入れに適応した施設整備を図り、定員増に伴う支援員

の確保に努めます。 

③地域子育て支援拠点事業 

子育て支援の拠点として、松前町総合福祉センター２階「あそびス

テーション」において、乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相

談、情報提供等を実施する事業です。 

公民館や保育所、幼稚園に出向いての親子遊びの提供も行います。 

今後は、保育士の確保に努めて、町立保育所を拠点とした実施に向

けて検討します。 

④一時預かり事業 

保護者の就労、急病、育児疲れの解消など家庭における保育が一時

的に困難となった乳幼児を保育等で一時的に預かり、必要な保育を

提供する事業です。（一般型） 

また、幼稚園の在園児を対象として、教育時間終了後や長期休業中

の預かりを行う事業です。（幼稚園型） 

今後は、町立幼稚園・保育所での実施を目指します。 

⑤病児保育事業 

子どもが病中又は病気回復期のため、保育所や小学校で集団保育

が困難な場合で、保護者が就労等により日中の保育ができないとき

に、病児保育の専用施設で看護師や保育士が一時的に保育する事業

です。 

町内の１か所のほか、広域連携により松山市の施設４か所で利用

可能となっており、今後も利用方法やサービスの充実について検討

します。 



57 

施策・事業名 内容 

⑥子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・セ

ンター事業） 

地域で子育ての支援をするために、育児の援助を受けたい人（利用

者）と育児の援助を行いたい人（サポーター）が会員登録をし、セン

ターの連絡・調整により様々な育児の手助けを行い、地域で子育てを

助け合う相互互助活動を推進し、仕事と子育ての両立しやすい環境

を整えます。 

利用料の見直しや助成制度の導入を検討し、利用者の利用増とサ

ポーターの増員に努めます。 

⑦利用者支援事業 

子どもやその保護者が、幼稚園・保育所等での教育・保育や、一時

預かり、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等の地域子育

て支援事業等の中から適切なものを選択し、円滑に利用できるよう、

必要な情報提供や助言をし、関係機関との連絡調整をするなど、身近

な場所で利用者支援をワンストップで行います。 

令和２年度から子育て世代包括支援センターを開設し、利用者支

援事業〔母子保健型〕と〔基本型〕を一体的に実施します。 

⑧妊婦健康診査 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦健康診査受診票を交

付し、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、検査・計測、

保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医

学的検査を実施します。 

また、里帰り出産等で県外の医療機関を受診した場合にも健診費

用の助成を行います。 

⑨乳幼児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん事

業） 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を保健師と保育士が訪問

し、子育てについての相談、情報提供、助言その他の援助を行います。 

 

 

基本施策２ 親子のふれあいの場づくり 

アンケート結果から、子育ての気軽な相談先としては、配偶者や祖父母等の親族、友人や知

人の割合が高く、近所の人や民生委員・児童委員、ＮＰＯ（特定非営利活動法人）は１割にも

達していません。このため、子育て家庭と地域の人や、子育てをする親同士がつながることが

できるよう、身近な交流の場づくりを推進します。 

また、子育てを地域全体で支えるため、子育て支援団体の支援・育成、子育てに関する情報

を共有できる仕組みづくりなど地域の関係機関の連携強化を図ります。 

 

施策・事業名 内容 

①子育て支援団体の支援・育

成 

子育てに関する自主的活動をしている子育てサロン団体の活動を

支援します。 

また、子育て中の親子が地域子育て支援センター等で気軽に集い、

交流することができるように、子育てサークルの育成、増加を図りま

す。 

②子育て支援ネットワークの

充実 

各所管との連絡会・協議会・委員会等に継続的に参加し、保育所だ

けではなく小・中学校等関連機関と情報を共有し、関係者間のネット

ワークを充実させます。 

また、特別支援連携協議会、特別支援教育職員研修、教育相談、巡

回相談（保・幼・小・中）などへの参加により、連携を図ります。 
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基本施策３ 情報提供・相談体制の充実 

アンケート結果から、町のホームページの利用意向は半数を超えており、保健センターの情

報・相談サービス等や町発行の子育て支援情報誌等の利用意向は４割前後と、子育て支援情報

等に対する利用意向が高くなっています。また、保育所などでの相談等の利用経験は１割前後

ですが、利用意向は、２割から３割程度あります。このため、子育てに関するあらゆる情報が、

全ての子育て家庭へ確実に伝わる情報提供体制づくりを進めるとともに、気軽に相談できる場

や様々な問題に適切に対応する相談体制の充実を図ります。 

 

施策・事業名 内容 

①利用者支援事業 

【再掲】 

子どもやその保護者が、幼稚園・保育所等での教育・保育や、一時

預かり、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等の地域子育

て支援事業等の中から適切なものを選択し、円滑に利用できるよう、

必要な情報提供や助言をし、関係機関との連絡調整をするなど、身近

な場所で利用者支援をワンストップで行います。 

令和２年度から子育て世代包括支援センターを開設し、利用者支

援事業〔母子保健型〕と〔基本型〕を一体的に実施します。 

②地域子育て支援拠点事業 

【再掲】 

子育て支援の拠点として、松前町総合福祉センター２階「あそびス

テーション」において、乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相

談、情報提供等を実施する事業です。 

公民館や保育所、幼稚園に出向いての親子遊びの提供も行います。 

今後は、保育士の確保に努めて、町立保育所を拠点とした実施に向

けて検討します。 

③子育てに関する情報提供の

充実 

子育てに関する情報が全ての子育て家庭に確実に伝わるよう、情

報発信の機会を捉えて、広報紙、町ホームページ、子育てマップの発

行・配布をはじめ、様々な方法・媒体で情報を提供します。 

④相談体制の充実 

個々のケースに適切に対応できるよう福祉課、地域子育て支援セ

ンター、健康課（保健センター）など、各種相談機能の充実とともに、

関係機関の連携を図ります。また、相談機関の周知や利用しやすい相

談体制の整備に努めます。 

 

 

基本施策４ 母子保健の充実 

社会環境が大きく変化する中、妊娠・出産に対する正しい知識の普及や支援体制の確保が必

要とされていますが、アンケート結果から、母（父）親学級などの認知度は高いものの、利用

経験や利用意向は高いとはいえず、今後も体制や情報提供等の充実を図り、安心して出産でき

る環境の整備、妊産婦・乳幼児に対する適時適切な保健サービスの提供などを推進します。 

また、妊娠・出産に始まり、育児の各ステージにおける子どもとその親の心身の健康を維持・

増進していくために、妊娠・出産・育児の各ステージにおけるきめ細かな支援を充実していき

ます。 
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（１）安心して出産できる環境の整備 

様々な不安や負担を軽減し、子どもを安心して生み育てることができるよう、妊娠・出産

期における健康づくり支援や相談体制の充実などの環境の整備を図ります。 

 

施策・事業名 内容 

①母子健康手帳交付 

母と子の大切な健康と育児の記録として、妊娠届出時に母子健康

手帳を交付します。また、交付の際、手帳の活用方法や必要な保健指

導・相談を行います。 

また、妊娠に関するアンケートを実施し、妊婦の健康面だけでなく

精神的、社会的な面や家庭状況、育児支援状況などを把握し、支援が

必要な妊婦に対して適切な情報提供を行い、サービスにつなげてい

きます。 

②妊娠健康診査 

【再掲】 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦健康診査受診票を交

付し、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、検査・計測、

保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医

学的検査を実施します。 

また、里帰り出産等で県外の医療機関を受診した場合にも、健診費

用の助成を行います。 

③妊婦歯科健康診査 
妊婦と生まれてくる子どもの歯の健康管理のため、妊娠届出時に

歯科健診受診券を交付し、指定医療機関で健診を実施します。 

④両親学級「ウェルカムベビ

ースクール」 

子育て世代包括支援センターと連携し、妊婦やパートナーが安心

して妊娠・出産・育児に臨めるよう必要な知識や技術を深める学習や

講演会を開催しており、妊婦のニーズに合わせ、内容を検討し実施し

ます。 

⑤周産期医療の充実 
安全な出産を確保するため、松山圏域の周産期医療施設と連携し、

母体・新生児の相談体制の充実を図ります。 

⑥マタニティマーク配布 

妊娠届出の際配布し、妊婦が身に着けることで周囲が配慮を示し

やすくなり、妊婦にやさしい環境づくりを推進します。 

また、マタニティマークの普及にも努めます。 

⑦特定不妊治療費助成事業 
特定不妊治療を行っている夫婦に費用の一部を助成することによ

り経済的負担の軽減を図ります。 
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（２）健やかに育つための環境の整備 

子どもの健康が確保されるよう、乳幼児健康診査等の充実や子どもの健康づくり支援を行

うとともに、保護者の育児不安の解消や虐待防止の観点から、関係機関と連携しながら情報

提供体制や相談体制の充実を図ります。 

また、子どもが病気やケガの際に、安心して対応できるよう、小児医療機関との連携を図

ります。 

 

施策・事業名 内容 

①出生届出時保健指導 

保健サービスや子育て支援サービスについて紹介を行うととも

に、育児や親子の健康について相談を行い、出生児や産婦の情報を出

生届出後早期の新生児訪問につなげていきます。また、町外から転入

してきた保護者にも分かりやすく個々に合わせた母子保健・子育て

支援サービスの提供を行います。 

②家庭訪問・未熟児訪問 

出生体重 2,500ｇ以下の新生児や希望される方の自宅に保健師・管

理栄養士が訪問し、身体測定や発育発達、子育てや健康・栄養の相談

を行い、必要な母子保健、子育て支援サービスにつなげます。 

③乳幼児健康診査 
・乳児一般(個別・集団)健康診査 

・１歳６か月児(集団)健康診査 

・３歳児(集団)健康診査 

乳児一般健康診査受診票を交付するとともに、乳幼児期の心身の

発達異常を早期に発見し、適切な対応を行うため、健康診査の充実を

図るとともに、経過観察の必要な乳幼児について保健指導を行いま

す。 

また、集団健康診査として６～７か月児・１歳６か月児・３歳児健

康診査を実施します。さらに、新生児聴覚検査の助成や、３歳児健康

診査でのより精度の高い視覚検査を実施し、視聴覚の異常の早期発

見・早期療育につなげます。 

④予防接種事業 

予防接種法に基づき出生届出時に予防接種手帳の交付を行い、生

後２か月から感染症に対する免疫力を付け、発症を防ぐとともに、重

症化を防ぎます。 

また、県外医療機関での予防接種の助成も行います。 

⑤乳幼児健康相談 

保健センターにおいて、「ママ・キッズのすこやか相談」を２か月

に１回実施するとともに、「にこにこ４か月相談」を毎月実施し、子

どもの成長や発達を親と共に確認したり、健康管理や育児の仕方な

ど個々に応じた相談・助言を行ったりします。 

また、子育てに関わる多職種多機関が事業に参加し、保護者と出会

うことで、更に様々な子育て支援サービスにつなげます。 

⑥わくわく離乳食スクール 

離乳食の進め方について、お話や試食を通して乳幼児期の食生活

を学び、相談できる機会を作るとともに、託児サービスの実施など、

参加しやすいよう工夫します。また、離乳・授乳の支援ガイドの改定

を受け、離乳を取り巻く社会環境や子育て世代のニーズも勘案しな

がら、進め方を検討します。 

⑦育児相談学級 

保健センターで行う乳幼児健康診査や各種相談事業において、育

児支援が必要とされる親子が、各月１回子どもの年齢に応じた遊び

を通して、親子の関わりや集団での遊びを経験し、子どもの成長・発

達について相談できる場です。乳幼児期グループと就園前グループ

の２グループで実施し、必要に応じて、関係機関との連携も図りま

す。 
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施策・事業名 内容 

⑧発達相談・子育て相談 

子どものことばや身体の発達についての相談や、子育ての悩みに

対する個別相談を行います。発達の確認と個々に応じた助言を行い、

必要な支援につなげるとともに、多様化する保護者自身の相談にも

応じ、保健センターで実施しているこころの相談にもつなげます。 

⑨生活習慣病予防対策の推進 

「松前町健康づくり計画」に基づいて、乳幼児期からの生活習慣病

予防に関する知識の普及啓発を図ります。 

また、様々な保護者が集まる機会に出向き、健康教育を行います。 

⑩食育の推進 

「松前町健康づくり計画」に基づいて、子どもたちが「食」を通じ

て健やかな身体と、豊かな人間性を育むことができるよう学習機会

を充実するとともに、地域の関係団体と連携した取組を推進します。 

また、目指すまちの姿に、新たに「家庭から育む食育を目指そう」

のキャッチフレーズが加わり、家庭での食育の普及啓発を積極的に

実施します。 

⑪小児医療との連携 

今後も医師会を通じて、近隣の医療機関とのネットワークを充実

していきます。 

また、夜間休日の救急体制について、出生届出時等に周知を行い、

いつでも安心して医療が受けられるよう情報提供を行います。 

 

 

基本施策５ 経済的支援の実施 

アンケート結果から、子育てに不安や負担を感じる理由として、就学前児童のいる世帯でも

小学生がいる世帯でも、「子育て（教育）に係る経済的負担が大きい」が最も高くなっていま

す。このため、今後も国の動向を踏まえ、教育費や養育に要する費用、医療費の負担軽減を図

るための助成を行うとともに、各種制度の周知を図ります。 

 

施策・事業名 内容 

①児童手当 

中学校卒業まで（15 歳の誕生日後の最初の３月 31 日まで）の児童

を養育している方に児童手当を支給するとともに、ホームページや

広報等で周知します。 

②子ども医療費助成制度 

中学校卒業まで（15 歳の誕生日後の最初の３月 31 日まで）の医療

費（保険診療分）の自己負担額を助成するとともに、広報紙・ホーム

ページ等で周知します。 

③ひとり親家庭医療費助成制

度 

母子家庭だけでなく、父子家庭等の方の医療費（保険診療分）の自

己負担額を助成するとともに、ホームページ等で周知します。 

④重度心身障がい者医療費助

成制度 

重度心身障がい者（児）の医療費（保険診療分）の自己負担額を助

成するとともに、ホームページでの周知や、手帳交付時の案内を行い

ます。 

⑤自立支援医療（育成医療）給

付事業 

身体に障がいを有する児童で、その障がいを除去・軽減する手術等

の治療によって確かな治療の効果が期待されるものに支給するとと

もに、ホームページ等での広報を行います。 

⑥未熟児養育医療給付事業 
養育のために病院等に入院することが必要な未熟児に対して、指

定養育医療機関における治療に係る医療費の支給を行います。 
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施策・事業名 内容 

⑦児童扶養手当 

父母の離婚などにより、父と生計を共にしていない児童の母、児童

と生計を共にしている父子家庭の父、ほか一定の条件を満たす方に

支給される手当で、町の窓口で相談・受付・進達を行うとともに、広

報紙等で周知します。 

⑧特別児童扶養手当 

20 歳未満の心身に障がいのある児童を監護している父母又は養育

している方に支給される特別児童扶養手当で、町の窓口で相談・受

付・進達を行うとともに、広報紙等で周知します。 

⑨障害児福祉手当 

20 歳未満で重度の障がいがあるため、日常生活において常時介護

を必要とする児童に対して支給される手当で、町の窓口で相談・受

付・進達を行うとともに、広報紙等で周知します。 

⑩母子父子寡婦福祉資金 

母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦等に対し、経済的自立の助成と

生活意欲の助長を図り、扶養している児童の福祉を増進するための

資金貸付けで、町の窓口で相談・受付・進達を行うとともに、広報紙

で周知します。 

 

 

基本施策６ 経済的困難を抱える家庭への支援 

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、経済的な困難を

抱える家庭に対しては、関係機関と連携しながら、個々の家庭が抱える課題に対応し、支援を

必要とする家庭に確実に支援が届く環境整備を図ります。 

 

施策・事業名 内容 

①実費徴収に係る補足給付 
新制度に移行していない幼稚園に通う低所得世帯等の子どもの副

食費を補足給付します。 

②就学援助 
経済的な理由で就学費用の負担が難しい家庭に対して、学用品費

や給食費などを援助します。 

③スクールソーシャルワーカ

ーの配置 

教育委員会にスクールソーシャルワーカーを配置し、福祉機関等

の関係機関とのネットワークを活用しながら、それぞれの家庭に寄

り添った援助を行います。 

④放課後児童健全育成事業

（放課後児童クラブ） 

【再掲】 

保護者が就労等により昼間家庭にいない 

小学生に、支援員の指導の下、適切な遊びや生活の場を提供し、児

童の健全な育成を図る事業です。 

保護者負担金について、生活保護世帯やひとり親世帯等を対象に

免除・減額します。 

⑤ひとり親家庭への支援 

ひとり親家庭（所得税が課税されている家庭を除く。）に対しては、

義務教育終了後も 20 歳までの間は、医療費の一部を助成するひとり

親家庭医療費助成を実施するほか、愛媛県等関係機関が実施するひ

とり親家庭への支援制度を周知します。 
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基本目標３ 地域全体で子どもや子育て家庭を温かく応援する社会を醸成

します 
 

基本施策１ ひとり親家庭等の自立支援 

ひとり親家庭においては、経済的な面だけでなく、生活の様々な面で不安定な状況にある家

庭も多いものと考えられます。ひとり親家庭の自立を支援し、生活の安定と向上を図り、子ど

もの健全な成長を保障するため、母子及び父子並びに寡婦福祉法、同法に基づく国の基本方針

等の定めるところにより、子育て・生活支援、就業支援、経済的支援など、総合的な自立支援

を行います。 

 

施策・事業名 内容 

①ひとり親家庭等に対する相

談・情報提供体制 

福祉課において、ひとり親家庭等の相談に対応するほか、広報紙や

町ホームページ等で関連事業の情報を提供します。 

相談内容は生活一般や子育てに関することが多く、複雑多様化す

る傾向にあることから、関連する課や関係機関等との連携と情報共

有を強化しながら、適切な相談・情報提供の実施を図ります。 

②子ども医療費助成制度 

【再掲】 

中学校卒業まで（15 歳の誕生日後の最初の３月 31 日まで）の医療

費（保険診療分）の自己負担額を助成するとともに、広報紙・ホーム

ページ等で周知します。 

③母子父子寡婦福祉資金 

【再掲】 

母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦等に対し、経済的自立の助成と

生活意欲の助長を図り、扶養している児童の福祉を増進するための

資金貸付けで、町の窓口で相談・受付・進達を行うとともに、広報紙

で周知します。 

④就業支援の啓発 

ハローワーク等が発信する情報を紹介し、啓発に努めるとともに、

ハローワーク、母子家庭等就業・自立支援センター等との連携や広報

紙等での周知に努めます。 
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基本施策２ 児童虐待防止対策の充実 

アンケート結果から、半数程度が子育てについて不安や負担を感じています。こうした不安

や負担が児童虐待につながることのないよう、養育支援が必要な家庭を早期に発見し、支援に

つなげるなど、虐待を未然に防ぐための取組を推進するとともに、虐待を受けた子どもの精神

的なケアに努めます。 

また、行政、児童相談所、警察、各種団体など地域の関係機関が連携し、児童虐待の防止、

早期発見・早期対応、保護・自立支援に至るまでの切れ目のない総合的な支援を行うため、「松

前町要保護児童対策地域協議会」のネットワーク機能の強化を図ります。 

 

施策・事業名 内容 

①情報の周知 

児童虐待の防止や早期発見のため、児童虐待に関する情報（どのよ

うな行為が虐待であるか、虐待を目撃した場合の対処方法等）の周知

を広報紙で図ります。 

②早期発見・早期対応 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）、乳幼児健康診

査、家庭訪問等を通して、虐待のハイリスク者の把握と育児支援など

早期発見、早期対応に努めます。 

③子ども・家庭相談支援窓口 

虐待を含む様々な育児相談や通報に対して、行政の窓口を明確に

し、児童相談所や関係機関が連携しながら、不適切な養育に対して早

急に対応できるように、各窓口、関係各課と連携し、迅速な対応に努

めます。 

また、子ども家庭総合支援拠点設置による体制強化を検討します。 

④関係機関の連携 

「松前町要保護児童対策地域協議会」の機能強化を図るとともに、

代表者会議・実務者会議を定期的に実施し、関係機関と情報を共有し

連携を図ります。 

 

 

基本施策３ 仕事と家庭の両立支援の推進 

アンケート結果から、子育てに不安や負担を感じる理由として、「仕事と子育ての両立が難

しい」が、特に小学生のいる世帯で高くなっています。このため、全ての子育て家庭において、

仕事と家庭生活のバランスの取れた多様な働き方を選択できるよう、仕事と子育ての両立を支

援するための各種子育て支援サービスの充実に努めます。 

また、育児休業を「取得した（取得中である）」母親は３割台、父親は１割に満たない状況と

なっており、今後も、働く人々の権利である育児休業制度等の関連制度等の情報提供により意

識啓発に取り組みます。 
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（１）労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用

環境の整備に関する施策との連携 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の考え方を職場に浸透させ、男女が共に

子育てと仕事の両立が可能な職場環境づくりを推進するよう、企業への啓発に取り組んでい

きます。 

また、「男女共同参画計画 まさき」に基づき、男女が共に性別にとらわれることなく、多

様な生き方ができる男女共同参画社会の考え方に基づいた取組を進め、誰もが仕事や家庭・

地域生活に参画できる社会の実現を目指し、取り組んでいきます。 

 

施策・事業名 内容 

①ワーク・ライフ・バランスの

考え方の普及啓発 

ワーク・ライフ・バランスの考え方の理解を促進するため、ポスタ

ーやリーフレットを掲示・設置し、労働者、事業主、住民等への意識

啓発を図ります。 

②働き方の見直しについての

意識啓発 

父親・母親ともに職業生活優先の意識や固定的役割分担意識を改

めるとともに、家庭生活・家庭教育の重要性を認識し、バランスの取

れた働き方やライフスタイルを考えることができるようポスターや

リーフレットを掲示・設置し、意識の啓発を図ります。 

③各種制度の普及啓発 
育児休業や看護休暇等の趣旨や内容について、ポスターやリーフ

レットを掲示・設置し、普及啓発を図ります。 

 

 

（２）産休・育休後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保 

育児休業満了時以降、希望する保護者が教育・保育事業を利用できるよう、計画的に提供

体制を整備します。これらの取組に当たっては、０歳児の保護者が保育所等への入所時期を

考慮して育休取得をためらったり、取得中の育休を途中で切り上げたりする状況があること

を踏まえ、育休満了時（原則１歳到達時）から利用を希望する保護者に対し、希望時期から

の質の高い保育を提供するよう努めます。 

また、令和２年度から実施する利用者支援事業の周知と利用者が相談しやすい体制づくり

に努め、産前・産後休業、育児休業期間中の保護者への情報提供や相談対応の充実を図りま

す。 
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０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

妊婦健康診査

乳児家庭全

戸訪問事業

親子のふれあいの場づくり

母子健康手帳交付事業

出生届時保

健指導事業

妊婦歯科健康診査

未熟児訪問

両親学級「ウェルカ

ムベビースクール」

マタニティマーク配布

わくわく離乳

食スクール

未熟児養育医

療給付事業

児童虐待防止対策の充実

障害児福祉手当

児童扶養手当

経済的支援の実施

ひとり親家庭等の自立支援

幼児期の教育・保育の質
的・量的な充実

子どもの居場所づくり

支援が必要な子どもに対す
る施策の充実

多様な子育て支援サービス

の充実

施策 妊婦
就学前児童

母子保健の充実

予防接種事業（種類によって接種できる年齢等が異なります。）

時間外保育事業

子育て短期支援事業（ショートステイ）

地域子育て支援拠点事業

一時預かり事業（その他）

病児保育事業

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

一時預かり事業（幼稚園型）

保育所等訪問支援

虐待防止ネットワーク

利用者支援事業

家庭訪問

育児相談学級

発達相談・子育て相談

児童手当

特別児童扶養手当

養育支援訪問事業

ママ・キッズのすこやか相談

生活習慣病予防対策・食育

乳幼児健康診査

子ども医療費助成制度

母子父子寡婦福祉資金

ひとり親家庭医療費助成制度

重度心身障がい者医療費助成制度

自立支援医療（育成医療）給付事業

幼稚園

保育園

認定こども園

地域型保育事業

児童発達支援
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放課後児童健全育成事業

放課後子ども教室

地域子育て支援拠点事業

病児保育事業

子育て援助活動支援事業

子育て支援団体の支援・育成

発達相談・子育て相談

相談・情報提供

就業支援の啓発

障害児福祉手当（20歳未満）

児童扶養手当（18歳に達した最初の３月31日まで、障がいがある場合は20歳未満）

重度心身障がい者医療費助成制度（障がい者手帳資格があるまで）

自立支援医療（育成医療）給付事業（18歳の誕生日前日まで）

高校生 子育て家庭

子ども医療費助成制度

小学生 中学生

母子父子寡婦福祉資金（20歳未満）

ひとり親家庭医療費助成制度（20歳未満）

虐待防止ネットワーク

家庭訪問

予防接種事業（種類によって接種できる年齢等が異なります。）

生活習慣病予防対策・食育

児童手当

特別児童扶養手当（20歳未満）

文化・スポーツ活動

放課後等デイサービス

特別支援教育

子育て短期支援事業（ショートステイ）

養育支援訪問事業
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第５章 事業計画 

１ 量（利用）の見込みの算出について 

本計画における「量（利用）の見込み」（以下「利用の見込み」という。）の算出は、国から

示された『市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引

き』（平成 26 年１月 20 日付け内閣府子ども・子育て支援新制度施行準備室 事務連絡）を

基本とし、『第二期市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等の考え

方（改訂版）』（平成 31 年４月 23 日付け内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て

支援担当） 事務連絡）を反映させていますが、手引においては、市町村における議論を踏ま

えて、より効果的・効率的な方法により算出することを妨げるものではないとされていること

から、町の実情を踏まえて、見込量を算出しています。 

 

 

本計画における「利用の見込み」の算出方法 

 

 

 

算出した利用の見込みを基に、実績を踏まえて補正を行い、最終的な利用の見込みを設定し

ます。 

 

  

推計児童数（人）×潜在家庭類型（％）×利用意向＝利用の見込み 



69 

２ 教育・保育提供区域の設定 

教育・保育提供区域とは、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動する

ことが可能な区域であり、地理的条件、人口、交通事情等の社会的条件や教育・保育の整備の

状況等を総合的に勘案して設定するものです。子ども・子育て支援事業計画では、教育・保育

提供区域ごとに、教育・保育施設及び地域子ども・子育て支援事業の利用の見込みと確保策を

記載することとなっています。 

本町では、この教育・保育提供区域を町全域で１区域と定めています。なお、この設定に伴

い基盤整備を検討する場合にあっても、地域間の供給量の状況、地域内でも特定のエリアにサ

ービスが偏ることなく、交通事情や行政区等にも配慮して、できるだけ柔軟な対応をしていく

こととします。 

 

【提供区域の設定】 

事業名 提供区域 

教育・保育 
全町を１区域 

とする 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

時間外保育事業（延長保育事業） 〃 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 〃 

子育て短期支援事業（ショートステイ） 〃 

地域子育て支援拠点事業 〃 

一時預かり事業 〃 

病児・病後児保育事業 〃 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 〃 

利用者支援事業 〃 

妊婦健康診査 〃 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 〃 

養育支援訪問事業 〃 
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３ 幼児期の学校教育・保育の利用の見込みと確保の内容・方策 

（１）保育の必要性の認定について 

子ども・子育て支援法では、就学前教育・保育を受けることを希望する全ての保護者の申請

に基づいて、町が客観的基準に基づき、保育の有無や必要量を認定した上で、給付を行う仕組

みとなっており、認定区分は次の３つです。 

 

区分 対象 

１号認定 ３～５歳 教育を希望する子ども（保育の必要性がない子ども） 

２号認定 ３～５歳 
保育の必要な事由※に該当する子ども（保育を必要とする子

ども） 

３号認定 ０～２歳 
保育の必要な事由※に該当する子ども（保育を必要とする子

ども） 

※保育の必要な事由：就労（フルタイム、パートタイム、夜間、居宅内労働など）、妊娠・出産、保護者の疾

病・障がい、同居又は長期入院している親族の介護・看護、災害復旧、求職活動、就学、虐待やＤＶのおそ

れがあること、育児休業取得中に既に保育を必要としている子どもがいて継続利用が必要であること、その

他市町村が認める場合。 

 

（２）幼児期の学校教育・保育の利用の見込み及び確保方策の区分について 

幼稚園については、保護者の就労の有無にかかわらず、希望者は利用できることになってい

ます。保護者が共働きであっても幼稚園の希望はあることから、２号認定については、「幼稚園

希望が強いもの」を分けて量を見込みます。 

３号認定については、０歳と１・２歳で職員配置基準や児童１人当たりの面積要件などが異

なることから、それぞれ分けて量を見込みます。 

 

区分 対象 該当する施設 

１号認定 ３～５歳 教育を希望している子ども 幼稚園・認定こども園 

２号認定 ３～５歳 

保育の必要な事由に該当す

るが幼稚園等の利用希望が

強い子ども 

幼稚園・認定こども園 

保育の必要な事由に該当

し、保育所等での保育を希

望している子ども 

保育所・認定こども園 

３号認定 ０～２歳 

保育の必要な事由に該当

し、保育所等での保育を希

望している子ども 

保育所・認定こども園・ 

地域型保育 
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（３）利用の見込みと確保の内容 

①３歳以上の子ども 

町内の幼稚園・認定こども園（幼稚園）の３～５歳定員数は、平成 31 年度現在 536 人、

保育所・認定こども園（保育園）の３～５歳定員数は、359 人です。 

 

【教育を希望する子ども】 １号認定＋２号認定（幼稚園） 

 単位 
平成 

31 年度 
（４月１日現在） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

３～５歳の推計人口 人 787 784 814 824 812 773 

①
利
用
の
見
込
み 

１号認定 人  322 316 320 315 299 

２号認定 

（うち幼稚園希望） 
人  69 72 73 71 68 

計 人  391 388 393 386 367 

②
確
保
の
内
容 

幼稚園・認定こども園 

（特定教育・ 

保育施設） 

人 536 536 536 536 473 473 

か所 5 5 5 5 5 5 

確認を受けない 

幼稚園 

人  0 0 0 0 0 

か所  0 0 0 0 0 

差（②－①） 人  145 148 143 87 106 

 

【確保の方策】 

■ 人口推計では、本町の子どもの人口は、令和４年度をピークに増加から減少に転じていま

す。１号認定・２号認定（幼稚園）の利用の見込みに対し、現状の体制で確保が可能です。 

■ 認定こども園は、保護者の就労状況及びその変化等によらず柔軟に子どもを受け入れるこ

とができる施設であることから、認定こども園で教育・保育を一体的に行い、地域における

子育て支援を行うことで、子育て家庭への支援の充実にもつながります。町立幼稚園への入

所児童数減少が進んでおり、今後の社会情勢や住民ニーズの変化を踏まえつつ、公立幼稚園

の幼保連携型認定こども園への移行を予定しています。〔令和５年度〕 
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【保育を希望する子ども】 ２号認定（保育所） 

 単位 
平成 

31 年度 
（４月１日現在） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

３～５歳の推計人口 人 787 784 814 824 812 773 

①利用の見込み 

２号認定（保育所） 
人  362 394 400 395 377 

②
確
保
の
内
容 

保育所・認定こども園 

（特定教育・保育施設） 

人 359 338 338 346 397 397 

か所 8 8 8 8 9 9 

企業主導型保育施設

の地域枠 

人 0 0 0 0 0 0 

か所 0 0 0 0 0 0 

差（②－①） 人  ▲24 ▲56 ▲54 2 20 

 

【確保の方策】 

■ ２号認定（保育所）は、令和２年度から、公立保育所１か所の閉園に伴う定員 66 人の縮

小と、私立幼稚園の認定こども園への移行に伴う定員 45 人の拡大により、３歳児以上の定

員は、338 人で、利用の見込みの人数を確保できない状況です。 

■ 私立保育所の建替えにより、定員拡大が見込まれます。〔令和４年度〕 

■ 公立保育所の建替えにより、定員拡大を図ります。〔令和５年度〕 

■ 公立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行を予定しています。〔令和５年度〕 

■ 施設整備までの対応として、保育士確保と定員弾力化（最低基準を満たすことを前提に、

認可定員を超過して入所できるようにすること）の実施により、待機児童数の減少に努めま

す。 
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②３歳未満の子ども 

町内の保育所・認定こども園（保育園）の０歳定員数は、平成 31 年度現在 37 人、１・

２歳定員数は、183 人です。 

 

【０歳児】 ３号認定 

 単位 
平成 

31 年度 
（４月１日現在） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

０歳の推計人口 人 200 194 190 188 184 180 

①利用の見込み 

３号認定（０歳児） 
人  42 53 56 56 55 

②
確
保
の
内
容 

保育所・認定こども園 

（特定教育・保育施設） 

人 37 43 43 45 54 54 

か所 6 7 7 7 9 9 

地域型保育事業 
人 0 0 0 6 6 6 

か所 0 0 0 1 1 1 

企業主導型保育施設

の地域枠 

人 0 0 0 0 0 0 

か所 0 0 0 0 0 0 

差（②－①） 人  1 ▲10 ▲5 4 5 

【確保の方策】 

■ ３号認定（０歳）は、令和２年度から、私立幼稚園の認定こども園への移行に伴う６人の

定員増により、０歳児の定員は 43 人となるが、利用の見込みの人数を確保できない状況で

す。 

■ 私立保育所の建替えにより、定員拡大が見込まれます。〔令和４年度〕 

■ 小規模保育事業所等について、公募による民間事業者の参入促進や申請に基づく認可によ

り令和３年度中に定員拡大を図ります。〔令和４年度〕 

■ 公立保育所の建替えにより、定員拡大を図ります。〔令和５年度〕 

■ 公立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行を予定しています。〔令和５年度〕 

■ 施設整備までの対応として、保育士確保と定員弾力化（最低基準を満たすことを前提に、

認可定員を超過して入所できるようにすること）の実施により、待機児童数の減少に努めま

す。 
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【１・２歳児】 ３号認定 

 単位 
平成 

31 年度 
（４月１日現在） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

１・２歳の推計人口 人 487 486 456 444 438 432 

①利用の見込み 

３号認定（１・２歳児） 
人  254 257 251 248 244 

②
確
保
の
内
容 

保育所・認定こども園 

（特定教育・保育施設） 

人 183 183 183 193 232 232 

か所 8 8 8 8 9 9 

地域型保育事業 
人 0 0 0 12 12 12 

か所 0 0 0 1 1 1 

企業主導型保育施設

の地域枠 

人 0 0 0 0 0 0 

か所 0 0 0 0 0 0 

差（②－①） 人  ▲71 ▲74 ▲46 ▲4 0 

【確保の方策】 

■ ３号認定（１・２歳）は、令和２年度から私立幼稚園の認定こども園への移行に伴い定員

が 24 人拡大するが、同じく令和２年度に公立保育所１か所の閉園に伴い定員 24 人が縮小

するため、１・２歳の定員は 183 人のままで、利用の見込みの人数を確保できない状況で

す。 

■ 私立保育所の建替えにより、定員拡大が見込まれます。〔令和４年度〕 

■ 小規模保育事業所等について、公募による民間事業者の参入促進や申請に基づく認可によ

り令和３年度中に定員拡大を図ります。〔令和４年度〕 

■ 公立保育所の建替えにより、定員拡大を図ります。〔令和５年度〕 

■ 公立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行を予定しています。〔令和５年度〕 

■ 施設整備までの対応として、保育士確保と定員弾力化（最低基準を満たすことを前提に、

認可定員を超過して入所できるようにすること）の実施により、待機児童数の減少に努めま

す。 

【２号・３号共通の保育士確保について】 

■ 計画的な職員採用により保育士の増員を図ります。 

■ 保育士の待遇改善や働き方改革に努めます。 

■ 施設の清掃等、保育士をサポートする保育所補助員を雇用し、保育士の負担軽減を図りま

す。 

■ 登降園システムの導入等ＩＣＴ化を図り、保育士の負担軽減を図ります。 

■ 愛媛県主催の保育関係者交流セミナーなどに積極的に参加し、就職や転職希望者の保育士

確保に努めます。 

■ 愛媛県が設置する待機児童対策協議会に参加し、保育士確保施策に関する協議を行い、保

育人材の確保・資質向上に努めます。 

■ 保育士の資質向上を目的とする職務に応じた各分野の研修受講の機会を計画的に設けて、

キャリアアップを図ります。 

■ 新任保育士の保育スキル向上などの相談・支援ができる体制づくりを検討します。 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の利用の見込みと確保の内容・方策 

（１）時間外保育事業（延長保育事業） 

【事業内容】 

■ 保育所等において、開所時間の始期及び終期の前後に 11 時間の延長保育を実施し、保育

需要への対応の推進を図る事業です。 

■ 平成 31 年度現在、松前ひまわり保育所、エンゼル幼稚園、コモドまさき園の３か所で実

施しています。 

 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み）

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

①利用の見込み 人  72 86 88 87 85 

②確保の内容 

人 61 61 86 88 87 85 

か所 3 3 4 4 4 4 

差（②－①） 人  ▲11 0 0 0 0 

 

【確保の方策】 

■ 保育定員の充足率が低い白鶴保育所において、令和３年度からの実施を目指します。 

■ 利用実態を見ながら、受け入れ時間の拡大について検討します。 
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（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

【事業内容】 

■ 保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生に、遊びや生活の場を提供し、その健全な

育成を図る事業です。 

■ 平成 31 年度現在、松前小学校放課後児童クラブ（定員 100 人）、北伊予小学校放課後児

童クラブ（定員 120 人）、岡田小学校放課後児童クラブ（定員 80 人）の３か所で実施して

います。 

 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み）

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

低
学
年 

６～８歳の推計人口 人 864 887 879 850 848 880 

利
用
の
見
込
み 

１年生 人  111 110 107 106 110 

２年生 人  107 107 102 102 107 

３年生 人  106 105 102 102 105 

①計 人  324 322 311 310 322 

高
学
年 

９～11 歳の推計人口 人 884 871 871 880 903 895 

利
用
の
見
込
み 

４年生 人  87 87 87 90 90 

５年生 人  47 47 48 50 49 

６年生 人  17 17 18 18 18 

②計 人  151 151 153 158 157 

③確保の内容 
人 300 440 440 480 480 480 

か所 7 11 11 12 12 12 

差（③－①－②） 人  ▲35 ▲33 16 12 1 

 

【確保の方策】 

■ 放課後児童クラブの定員は、令和２年度から 440 人を見込み、令和４年度の松前小学校

放課後児童クラブの拡充により 480 人の確保を見込んでいます。 

■ 受け入れ児童の増加に伴い、支援員等の人員確保が課題となっており、処遇改善により人

員確保に努めます。 

■ 県等と連携した資格取得研修やスキルアップ研修を通じて支援員等の資質向上に努めま

す。 
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（３）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

【事業内容】 

■保護者が、仕事その他の理由により平日の昼間又は休日に急に不在となり、児童の養育が困

難となった場合等、緊急に児童の保護が必要となった場合に、児童養護施設など保護を適切

に行うことができる施設において児童を預かる事業です。 

■町内には児童養護施設等がなく、平成 31 年度現在、事業を実施していません。 

 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

①利用の見込み 人       

②確保の内容 

人 0 0 0 0 0 0 

か所 0 0 0 0 0 0 

差（②－①） 人  0 0 0 0 0 

 

 

【確保の方策】 

■ 本事業は、突発的な利用が主となるため、今後の動向を予測することは困難な状況ですが、

町内での施設確保が難しく、広域での受入先の確保に努めます。 
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（４）地域子育て支援拠点事業 

【事業内容】 

■ 公共施設や保育所、児童館等の地域の身近な場所で、乳幼児のいる子育て中の親子の交流

や育児相談、情報提供等を実施する事業です。 

■ 平成 31 年度現在、松前町総合福祉センター２階において、松前町地域子育て支援センター

事業として、子育て中の親子の交流、サークル活動、育児相談等を行っています。 

■ また、公民館や保育所、幼稚園に出向いての親子遊びの提供や子育て相談を定期的に行っ

ています。 

 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

①利用の見込み 人  5,142 4,719 4,627 4,554 4,481 

②確保の内容 

人 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400 

か所 1 1 1 1 1 1 

差（②－①） 人  258 681 773 846 919 

 

 

【確保の方策】 

■ 保護者同伴での利用であるため、定員等の設定はありません。 

■ 自由に親子が利用できる「あそびステーション」の利用日を確保しつつ、サークル内容等

を検討し、魅力あるサークル運営を実施し、利用者増を図ります。 

■ 今後は、保育士の確保に努めて、町立保育所を拠点とした実施に向けて検討します。 
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（５）一時預かり事業 

【事業内容】 

■ 幼稚園在園児を対象にしたものとそれ以外のものに区分されます。 

■ 幼稚園在園児を対象とした一時預かりは、教育時間の前後や長期休業期間中など主に在園

児を預かる事業で、本町では平成 31 年度現在、青葉幼稚園、エンゼル幼稚園、コモドまさ

き園の３か所で実施しています。 

■ その他の一時預かりは、家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児に

ついて、主として昼間に、保育所その他の場所において一時的に預かる事業で、本町では平

成 31 年度現在、エンゼル幼稚園において実施しています。 

 

①一時預かり事業（在園児対象）幼稚園型 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

①
利
用
の
見
込
み 

１号認定による利用 人  1,272 1,339 1,356 1,337 1,274 

２号認定による利用 人  12,753 13,241 13,404 13,208 12,574 

計 人  14,025 14,580 14,760 14,545 13,848 

②確保の内容 

人 18,800 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 

か所 3 5 5 5 5 5 

差（②－①） 人  9,975 9,420 9,240 9,455 10,152 

 

【確保の方策】 

■ 現在の提供体制でニーズ量を確保できる見通しです。 

■ 公立幼稚園での幼稚園在園児を対象とした一時預かりについて、保育ニーズを把握して実

施します。〔令和２年度〕 

  （公立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行を予定しています。〔令和５年度〕） 
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②一時預かり事業（その他） 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

①利用の見込み 人  1,785 1,887 1,884 1,857 1,800 

②
確
保
の
内
容 

一時預かり事業 

（一般型） 

人 550 550 550 550 550 550 

か所 1 1 1 1 1 1 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

人 1,122 1,150 1,200 1,250 1,300 1,350 

か所 1 1 1 1 1 1 

差（②－①） 人  ▲85 ▲137 ▲84 ▲7 100 

 

【確保の方策】 

■ 保育所での一時預かり事業について、利用者の利便性や公立・私立のバランスを考慮して、

保育士の確保に努め、公立保育所での実施を目指します。 

■ ファミリー・サポート・センター事業について、０・１歳の利用件数と１件当たりの利用

時間の増加や夜間預かりのニーズの増加の傾向が見受けられ、サポーターを増員することで

利用ニーズへの対応に努めます。 
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（６）病児保育事業 

【事業内容】 

■ 病気の回復期などで保育所などに通うことができず、保護者の仕事の都合で家庭での保育

が困難な児童について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、一時的に保

育を行う事業です。 

■ 平成 31 年度現在、キッズハウスにおいて実施しています。 

■ 松山市との協定により、松山市が委託している医療機関４か所での利用が可能です。 

 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

①利用の見込み 人  662 741 748 739 716 

②
確
保
の
内
容 

病児・病後児対応型 

人 600 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 

か所 1 1 1 1 1 1 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

人 16 30 30 30 30 30 

か所 1 1 1 1 1 1 

差（②－①） 人  468 389 382 391 414 

 

 

【確保の方策】 

■ 現在の提供体制でニーズ量を確保できる見通しです。 

■ 実施施設においては、感染症の流行時期等には定員以上のニーズがあります。 

■ ファミリー・サポート・センター事業での柔軟な受入れにより確保に努めます。 
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）（就学児のみ） 

【事業内容】 

■ 地域で子育ての支援をするために、育児の援助を受けたい人（利用者）と育児の援助を行

いたい人（サポーター）が会員登録をし、センターの連絡・調整により様々な育児の手助け

を行う事業です。 

■ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）の利用の見込みについ

ては、就学前児童（０～５歳）分は前述の「一時預かり事業」として見込み、就学児（６～

11 歳）分は別途見込むこととされていることから、ここでは「就学児分」を整理していま

す。 

■ サポーター会員の増員に努めていますが、それ以上に利用件数や１件当たりの利用時間が

増加している傾向です。急な依頼も増え、日程調整が難しくなっており、援助を行う会員の

確保が課題となっています。 

 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

①利用の見込み 人  669 712 710 709 704 

②確保の内容 

人 610 650 700 750 800 850 

か所 1 1 1 1 1 1 

 

【確保の方策】 

■ 利用料の見直しや助成制度の導入を検討し、利用者の利用増とサポーターの増員に努めま

す。 

■ サポーター増員のため、援助活動に興味のある人を年間通して募集し、サポーターになる

ために必要な 24 時間の養成講座を受講しやすくするよう工夫します。 
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（８）利用者支援事業 

【事業内容】 

■ 子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育・保健その他の子育て支援の情報提供

及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業です。 

■ 「基本型」は、子育て支援事業や保育所等の利用支援と関係機関との連絡調整等を行いま

す。「母子保健型」は、保健師等が妊娠期から子育て期にわたるもので、母子保健や育児に関

する相談に応じ、情報提供や支援プランの策定等を行います。 

 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

確
保
の
内
容 

基本型・特定型 か所  

1 1 1 1 1 

母子保健型 か所  

 

【確保の方策】 
■ 令和２年から「基本型」と「母子保健型」を一体的に実施する子育て世代包括支援センタ

ーを開設し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない包括的な相談機能の向上や町外から

転入してきた子育て家庭に対する情報の提供、支援体制の充実を図り、子育てしながら安心

して働く環境づくりに取り組みます。 
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（９）妊婦健康診査 

【事業内容】 

■ 妊婦の健康の保持及び増進を図るため、県内医療機関へ委託し、妊婦に対する健康診査と

して、①健康状態の把握、②検査・計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適

時に必要に応じた医学的検査を実施する事業です。また、里帰り出産のため、県外で妊婦健

診を受診した方に対しても、公費負担分の償還払いを行います。 

■ 安全・安心な出産のために重要な事業であることから、子ども・子育て支援法において、母子

保健法に基づく妊婦健康診査も「地域子ども・子育て支援事業」の一つとして位置付けられてい

ます。 

 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

①利用の見込み 人  2,170 2,183 2,167 2,166 2,149 

②確保の内容（受診回数） 人 2,150 2,170 2,183 2,167 2,166 2,149 

差（②－①） 人  0 0 0 0 0 

 

【確保の方策】 

■ 今後も健診受診券交付を継続するとともに、安全・安心な出産に向けて受診を促していき

ます。 

■ 「松前町健康づくり計画」に沿って、妊娠中からの規則正しい生活習慣や食生活の啓発、

健診の必要性や重要性の周知に努めます。 

 

 

 

（10）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

【事業内容】 

■ 生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てについての相談、情報提供、助

言、その他の援助を行う事業です。 

 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

①利用の見込み 人  194 190 188 184 180 

②確保の内容（訪問回数） 人 191 194 190 188 184 180 

差（②－①） 人  0 0 0 0 0 
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【確保の方策】 

■ 対象乳児を把握し、保護者との日程調整の上、今後も保育士、保健師の 2 人体制で訪問を

実施していきます。 

■ 対象期間中（生後４か月まで）の転入について、家庭訪問実施の有無についての市町村間

の情報共有化はなされていませんが、情報収集に努め、他市町村で受けていても再度訪問す

るよう、全対象児童の訪問に努めます。 

 

 

（11）養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク強化事業 

【事業内容】 

■ 養育支援訪問事業は、養育支援が特に必要な家庭に対してその居宅を訪問し、養育に関す

る指導助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

■ 子どもを守る地域ネットワーク強化事業は、要保護児童対策地域協議会の機能強化を図る

ため、調整機関職員や関係機関構成員の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図

る取組を実施する事業です。 

 

【利用の見込みと確保の内容】 

 単位 
平成 

31 年度 
（実績見込み） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

①利用の見込み 人  9 9 9 9 9 

②確保の内容 人 0 0 9 9 9 9 

差（②－①） 人  ▲9 0 0 0 0 

 

【確保の方策】 

■ 養育支援訪問事業は、令和２年度から開設する子育て世代包括支援センターにおいて運営

方法を検討し、令和３年度からの実施を目指します。 

■ 要保護児童対策地域協議会と連携して対応するとともに、子どもを守る地域ネットワーク

強化事業により、関係職員の専門性の強化と関係機関相互の連携強化を図ります。 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【事業内容】 

■ 低所得で生活が困難である者の子どもが特定教育・保育等又は特定子ども・子育て支援を

受けた場合において、保護者が支払うべき実費の一部を補助する事業です。 

 

【確保の方策】 

■ 令和元年 10 月からの幼児教育無償化に伴い、給食費（副材料費）の取扱いが変更され、

本事業の対象者が見直されました。それに伴い、新制度に移行していない幼稚園在園児の低

所得世帯に対し、１号認定の低所得世帯と同様の負担軽減となるよう、実費徴収された給食

費（副材料費）を助成します。 

 

 

（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

【事業内容】 

■ 特定教育・保育施設等への民間事業者の参入を促進するための事業です。 

 

【確保の方策】 

■ 町のニーズや整備状況を民間事業者へ情報提供することとし、事業の実施について検討し

ます。 
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第６章 計画の推進 

１ 計画の推進体制 

（１）庁内における連携体制の強化 

本計画に携わる部署は、役場関係の組織で見ると児童福祉の担当課だけでなく、健康増進の

担当課、教育委員会など広範囲にわたっています。 

そのため、各部署間の綿密な情報交換と連携した行動によって、計画の効率的かつ効果的な

推進を図ります。 

 

（２）関係機関や住民との協力 

本計画の推進のためには、役場だけでなく、児童相談所などの行政組織や、子育てに関係す

る民間団体・住民ネットワーク及び各地域の住民の協力が不可欠です。そのため、住民に対し

て積極的に情報を提供していくとともに、町行政と各種団体、地域住民との協力の強化を推進

します。 

 

（３）国・県との連携 

地方公共団体の責務として、住民のニーズを的確に把握しながら、利用者本位のより良い子

育て支援となるよう、国・県に対し必要な要望を行うとともに、行財政上の措置を要請してい

きます。 

 

 

２ 計画の進行管理 

本計画を住民とともに推進していく体制を確保するため、住民参画により構成される「松前

町子ども・子育て会議」を中心に、計画の推進と進行管理を行います。 
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第７章 資料編 

１ 松前町子ども・子育て会議条例 

平成 25 年 9 月 30 日 

条例第 32 号 

(設置) 

第 1 条 子ども・子育て支援法(平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。)第 77 条第 1 項の規定に基

づき、松前町子ども・子育て会議(以下「子ども・子育て会議」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第 2 条 子ども・子育て会議の所掌事務は、次のとおりとする。 

(1) 法第 77 条第 1 項各号に掲げる事務の処理に関すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、必要と認められる事項 

(組織) 

第 3 条 子ども・子育て会議は、委員 15 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 法第 6 条第 2 項の保護者 

(2) 法第 7 条第 1 項の子ども・子育て支援(次号において「子ども・子育て支援」という。)に関する

事業に従事する者 

(3) 子ども・子育て支援に関する知識経験を有する者 

(4) その他町長が必要と認める者 

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、2 年以内とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は、再任することができる。 

(会長及び副会長) 

第 5 条 子ども・子育て会議に会長及び副会長各 1 人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 子ども・子育て会議の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、その議長となる。 

2 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

3 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

(関係者の出席等) 

第 7 条 子ども・子育て会議は、審議のため必要と認めるときは、関係者に対し、出席を求めて意見若

しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

(委任) 

第 8 条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 
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(招集の特例) 

2 この条例の施行後最初に開催される会議及び委員の任期満了に伴い新たに組織された子ども・子育

て会議の最初に開催される会議は、第 6 条第 1 項の規定にかかわらず、町長が招集する。 

(松前町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

3 松前町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例(昭和 43 年条例第 15 号)の一

部を次のように改正する。 

別表中「 

３４ 松前町国民保護

協議会 

委員 日額 ７,４００ 

３５ 子ども・子育て

会議 

委員 日額 ７,４００ 

３６ 前掲以外のもの 日額７,４００円以内

で町長が別に定める。

ただし、特に必要があ

ると認められるとき

は、月額又は年額で定

めることができる。 

  

」を「 

32 松前町国民保護協

議会 

委員 日額 7,400 

33 子ども・子育て会

議 

委員 日額 7,400 

34 放課後児童支援員 支援員 月額 116,200 

略 

64 前掲以外のもの 勤務 1 日につき 34,200 円を超えない範囲内において、任命権者が町長

と協議して定める。ただし、特に必要があると認められるときは、月額

又は年額で定めることができる。 

」に改める。 
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２ 松前町子ども・子育て会議委員名簿 

 

令和元年度 松前町子ども・子育て会議委員名簿 

 

 氏名 
区分根

拠規定 
区分名称 所属 役職 備考 

1 吉岡 茉由 第１号 保護者 古城幼稚園 PTA 会長   

2 德永 景子 第１号 保護者 
松前ひまわり保育所 

保護者会 
会長   

3 岸本 里美 第１号 保護者 
認定こども園エンゼル 

幼稚園保護者会 
会長   

4 川下 三枝子 第２号 
子育て支援 

事業従事者 
松前幼稚園 園長   

5 喜安 初枝 第２号 
子育て支援 

事業従事者 
岡田保育園 園長   

6 後藤 正宜 第２号 
子育て支援 

事業従事者 
青葉幼稚園 理事長   

7 中野 三千代 第２号 
子育て支援 

事業従事者 

ファミリーサポート 

センター 
サブ･リーダー   

8 青井 倫子 第３号 学識経験者 愛媛大学 教授   

9 児嶋 雅典 第３号 学識経験者 松山東雲短期大学 教授   

10 向田 隆通 第３号 学識経験者 むかいだ小児科 院長   

11 伊藤 すみれ 第３号 学識経験者 子育てサロンいこい 代表   

12 笹山 伊智代 第３号 学識経験者 民生児童委員協議会 主任児童委員   

13 今村 高博 第３号 学識経験者 
社会福祉法人 

あゆみ学園 

児童発達支援 

管理責任者 
  

14 松室 純平 第４号 その他 松前町商工会 青年部長   
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